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利用契約書（AI） の解説 

  

 想定シーン   

 

 

1. X 社（動画・静止画から人物の姿勢をマーカーレスで推定する AI 技術を保有するスタート

アップ）と Y 社（介護施設向けリハビリ機器の製造販売メーカー）の共同研究開発は順調

に進んだ。そして開発成果として、介護施設内での被介護者の転倒・徘徊を、高い精度か

つリアルタイムで検出できるカスタマイズモデルの生成および同カスタマイズモデルと Y 

社が製造販売を検討している介護施設における被介護者の見守り用のカメラシステム（見

守りカメラシステム）との連携システムの開発が完了した。  

2. 開発成果に関する知的財産権の帰属については、カスタマイズモデルを含む成果物およ

び開発過程において発生した著作権のうち連携システムおよびドキュメント類に関する著

作権はＹ社に単独帰属、それ以外の著作権は X 社に単独帰属する旨共同研究契約にお

いて合意している。  

3. さらに、開発成果の提供方法については、連携システムについては X からＹに対してソー

スコードおよびドキュメント類の納品、カスタマイズモデルについては、成果物の確認に必

要な期間（確認期間）中、カスタマイズモデルによる処理結果をＡＰＩを通じて提供すること

で確認を行うこととなった。データや処理結果の具体的な流れは以下のとおりである。  

① Ｙは、連携システムを組み込んだ見守りカメラシステムを開発し、通信機能付カメラと組み

合わせて各介護事業者に SaaS 方式で提供する。  

② カメラは撮影およびデータ送信機能のみを有し、撮影された動画データは各介護事業者→ 

Y →X の流れで送信される。  

③ 動画データについてカスタマイズモデルを用いたデータ解析および状態検出（推論）は X 

のサーバ上ですべて処理される。推論結果は X の AI システムから API 経由で Y の見守

りカメラシステムに送信され、事故が疑われる場合には見守りシステム上の介護施設側画

面において警告表示がされる。  

原則として JPO モデル契約書の想定シーンを踏襲するが、下記 X 社と Y 社につ

いて、 

【ケース１】 X 社が日本企業、Y 社が中国企業 

【ケース２】 X 社が中国企業、Y 社が日本企業 

という２つの状況を想定し、中国における利用契約を想定したものとする。 

これら２つのケースが異なることによって、契約書又はその解説に違いがある場合

についてはそれぞれ解説する。 
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4. さらに、X とＹにおいてカスタマイズモデルの利用条件や追加学習の内容について交渉を

行った。交渉の経緯は以下のとおりである。  

Ｙ：カスタマイズモデルの利用条件だが、Ｙが提供したデータおよびＹが事業ドメインに関する

各種ノウハウ等を提供した結果共同開発された学習済みモデルなので、Ｙのみに独占的

に利用させて欲しい。また、今後当該サービスを利用する際にＹから X に処理対象の動画

データを大量に送信することになるが、当該データを利用してカスタマイズモデルの精度

の維持・向上（追加学習）サービスも提供して欲しい。カスタマイズモデルをＹ社が独占的

に利用することから、もちろん、追加学習にはＹ社が送信したデータのみを利用していただ

き、他社から提供されたデータは利用しないで欲しい。  

X：カスタマイズモデルの利用条件と、追加学習の内容についての要望と理解した。 

まず、カスタマイズモデルの共同開発にＹ提供データやノウハウが寄与していることは十

分理解している。しかし、Ｙによる独占的利用ということになると、X としては当該カスタマイ

ズモデルを利用した、それ以外のビジネスチャンスを犠牲にすることになる。 

また、Ｙ社に対して独占的利用を行うということは、X としては、Ｙ以外の、学習用のデー

タを提供したユーザに対しても、当該学習用データを利用して共同開発したカスタマイ

ズモデルをそれぞれ独占的に提供するというビジネスモデルになる。その結果、個々の

ユーザごとのカスタマイズモデルが複数並立することになり、そのすべてのカスタマイズ

モデルを X が管理して各ユーザに提供することになる。  

たとえば、X がＹ1、Ｙ2、Ｙ3 それぞれからデータを受領してカスタマイズモデルを共同開

発し、それぞれのカスタマイズモデルについてＹ1～Ｙ3 との独占利用契約を締結した場

合、以下のような提供形態となる。  
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Ｙ：それは理解できるが、何が問題なのか。  

X：このように、異なるカスタマイズモデルが並立すると、今後 X において独自の研究開発に基づ

いてベースモデルのアップデートを継続的に行ったり、様々なユーザとのカスタマイズモデルを

生成する過程において、X は並立している全てのカスタマイズモデルについて同アップデートを

前提としたメンテナンスを行う必要があり、必然的に管理コストが著しく上昇することになる。そ

の結果、当該管理コストの負担を、Ｙをはじめとする事業会社に求めなければならない。具体的

には、Ｙとの SaaS 契約において相当額の初期費用を負担いただくことが必須となり、かつ API

の利用料についても相応の金額にしていただく必要が生じることになる。  

Ｙ：介護施設向け見守りシステムについては、実際にどの程度のニーズがあるのかは、今後実際に

営業活動をしてみないとわからない部分があるため、現時点で初期費用を負担したり、利用料を

高額に設定するとなると、Ｙにとってはかなりリスクが高いことになり応じ難い。  

X：その点は理解できる。なので、お互いにとってのリスクを低減するために、カスタマイズモデルに

ついて非独占的な組み方が合理的だと考える。つまり、X はＹに対してカスタマイズモデルを 

API 経由で提供すると同時に、Ｙ以外の第三者に対しても業界を超えてカスタマイズモデルを

非独占的に API 経由で提供するという組み方である。また、カスタマイズモデル生成の際のデ

ータ提供はしないが、モデルを利用したサービスだけ利用したいという事業者も当然想定され

ることから、データを提供しない事業者に対してもサービス提供をすることになる。  

   



4  

  

  

Ｙ：ただ、そのような非独占的な組み方をすると、共同研究開発においてＹがデータ提供やノウハ

ウ提供で貢献したにもかかわらず、Ｙに何も見返りがないということにならないか。だとすると受

け入れがたい。  

X：Ｙの貢献を利用条件に反映させる必要性はもちろん理解している。もし上記のような非独占的

な組み方をした場合、弊社としてはモデルの管理コストが下がり、かつ様々な第三者（当該第三

者がカスタマイズモデル生成の際にデータ提供をしたか否かに関わらない）に対して高精度なカ

スタマイズモデルを提供することができることになるので、事業規模・収益機会が拡大することに

なる。そこで、① カスタマイズモデル生成の際にデータ・ノウハウを提供したＹの寄与に見合った

経済的便益（たとえば、一定期間、サービス利用料を介護領域における最安値からさらに一定

の割合軽減する）を、一定期間Ｙに提供する、② X のＹに対するカスタマイズモデルの提供に際

しても初期費用の負担は求めない、ということを考えている。このような組み方をすることで、介

護施設向け見守りシステムの将来展開の不確実性に対応した、XＹ双方にとっての合理的なリ

スク・ベネフィット分配ができるのではないか。  

Ｙ：なるほど。  

X：以上はカスタマイズモデル利用条件の問題だが、併せて追加学習サービスの範囲についても

協議をさせて欲しい。Ｙの要請としては「今後当該サービスを利用する際にＹから X に処理対象

の動画データを大量に送信することになるが、当該データを利用してカスタマイズモデルの精度

の維持・向上（追加学習）サービスも提供して欲しい」というものだが、その点についてはもちろ

ん X としても望むところであり有償にはなるが追加学習サービスを提供する。協議したいのは、

当該追加学習サービスの内容である。Ｙとしては、どのような希望を持っているか。  

Ｙ：Ｙとしては、Ｙが処理対象として送信したデータは、Ｙへの見守りサービスの提供およびＹへの

追加学習サービスのためのみに利用して欲しい。X がＹ以外の第三者に提供するモデルの追加

学習のために利用するのは避けてほしい。また、カスタマイズモデルの追加学習は、Ｙが処理対

象として送信したデータのみを用いて行い、第三者が提供したデータを用いた追加学習は行わ

ないで欲しい。  

X：そのような、限定された追加学習サービスも技術的にはもちろん可能なのだが、先ほどカスタ

マイズモデルの利用条件として、非独占的な組み方の合理性について説明した。仮にそのよう

な非独占的な組み方をする場合、追加学習についても、もう少し柔軟な内容、言い換えれば非

限定的な内容にすることが合理的ではないかと考える。  

Ｙ：具体的にはどういうことか。  
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X：カスタマイズモデルの利用条件として非独占的な組み方をする合理性は、将来の見通しが不

確実な状況の下、XＹ双方にとっての合理的なリスク・ベネフィット分配ができるという点にあった。

また、そのような非独占的な組み方は、追加学習についても非限定的な内容を前提としている。

具体的には、①Ｙが提供したデータを、Ｙに対するサービスにおいてだけでなく X において広く追

加学習に利用することができる、 ②Ｙが処理対象として提供したデータだけでなく、Ｙ以外の第

三者が提供したデータも用いて当初のカスタマイズモデルの追加学習を行うことができる、とい

う内容である。このように、非限定的な追加学習を行うことによって、より幅広いデータを使って

追加学習を行った高い精度・高い価値を有するモデルを利用することができることになる。  

Ｙ：カスタマイズモデル利用条件について非独占的な組み方をするのであれば、追加学習サービ

スの範囲についても非限定的とするのが合理的という趣旨か。なるほど。ただ、その場合でもＹ

が処理対象として提供したデータが第三者にわたるのは絶対に避けたい。  

X：もちろん、追加学習サービスにおいては、提供されたデータは X 内でモデルの学習用のため

に使われるにすぎず、提供されたデータそのものが第三者にさらに提供されるわけではない。ま

た、当然のことではあるが、契約上、Ｙから送信されたデータについては X において安全管理措

置を施すことになる。  

Ｙ：了解した。検討する。  

 

5. 以上のような交渉を経て、① カスタイマイズモデルの利用条件としては非独占的な内容と

したうえで、② カスタマイズモデルの共同開発におけるＹの貢献を反映するために一定期間

サービス利用料を介護領域における最安値からさらに 10%（注：具体的条件設定についての

基本的な考え方については後記解説を参照）軽減することとし、③ 追加学習の内容について

は非限定的な内容とするということに X・Ｙ間で合意をした。具体的には以下のとおりである。  

（1） カスタマイズモデルの利用条件  

① X による利用  

  ・ 独占・非独占：非独占（Ｙ以外の第三者に対してもカスタマイズモデルおよび同モデルを利用

したサービスを提供可能）  

  ・ 利用可能範囲：限定なし  

② Ｙによる利用  

  ・ 利用可能範囲：限定なし  

  ・ サービス利用料：Ｙが連携システムを経由して API を利用した量に応じた従量課金。ただし、

Ｙがカスタマイズモデルの共同開発に際してデータ・ノウハウ提供をした見返りとして、3 年間、

介護分野におけるサービス利用料の最安値からさらに 10% 引きとする。  

  ・ 利用可能期間：●年間  

(2) 追加学習サービスの内容  

 ・ X によるカスタマイズモデルへの追加学習の可否  

  Ｙから送信されたデータおよび他ユーザから送信されたデータを用いた、特に制限のない追

加学習が可能  

・ Ｙが処理対象として X に送信したデータの扱い  

   本サービスの提供目的および追加学習のために X において制限なく利用可能   

 ・ カスタマイズモデルに追加学習したモデルの権利帰属  

   X  

 ・ サービス利用料：月額●円  
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 ・ 期間：●年間  

想定シーンの解説   

1. 視点  

 学習済みモデルの共同開発段階および利用・追加学習段階においては、  

① 共同開発の成果物に関する知的財産権の帰属  

② 成果物の利用条件  

③ 追加学習の内容  

 が重要なポイントである。  

しかし、実際には、ともすれば①の知的財産権の帰属のみが交渉の対象となりがちであり、

その結果、以下のように交渉が暗礁に乗り上げることがある。  

  

【事業会社】  

学習用データセットや学習済みモデルは、うちのノウハウや機密が詰まった生データを用いて生

成されたものですし、開発に際して委託料も支払っています。うちに権利がありますよね？  

【スタートアップ】  

いやいや、生データだけでは学習済みモデルは生成できません。高性能なモデルができるのは、

データの前処理やモデルの訓練過程いずれにおいてもうちの高度のノウハウと多大な労力あっ

てこそです。うちに権利がありますよね？  

  

 このような対立は、事業会社・スタートアップいずれもが「成果物等は自社のものである」、言い

換えると「成果物の権利を自己に帰属させる」ことに双方が固執することに主として起因している。  

 そして、このように「どちらが権利を持っているか」（権利の帰属）に双方がこだわっている限り双

方の溝は埋まらず、交渉に多大な労力と時間がかかり結局双方が競争力を失うことになる。  

 そこで、経済産業省が 2018 年に公開した「AI・データの利用に関する契約ガイドライン（AI 編）」

（以下「2018 年ガイドライン」という。）の 28 頁以下において提案されているのが「権利帰属」と

「利用条件」を分離して柔軟な条件設定をすることである。  

 本モデル契約においても、①「権利帰属」と②「利用条件」を分離して柔軟な条件設定をすること

を想定している。加えて、本モデル契約においては、さらに③の追加学習の内容を組み合わせ

ることでより合理的な条件設定をした。  以下説明をしていくが、まず①の権利帰属については、

共同研究開発契約で定められているように、連携システムおよびドキュメント類に関する著作権

はＹに単独帰属し、それ以外の著作権は X に単独帰属することを前提とする。  

 

2. 利用条件  

 スタートアップにおいて「複数の事業会社からデータの提供を受けて生成したカスタマイズモデ

ルを利用したサービスを、複数の事業会社に提供する」というビジネスモデルを採用する場合、

カスタマイズモデルの利用条件は「交渉経緯」に記載したように非独占的な内容が合理的である。  

 

（1） 内容  

X はＹにカスタマイズモデルを、以下の条件で、範囲限定なく SaaS 形式で非独占的に提供する。  

① X による利用  
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・ 独占・非独占：非独占（Ｙ以外の第三者に対してもカスタマイズモデルを提供可能）  

・ 利用可能範囲：限定なし    

② Ｙによる利用  

・ 利用可能範囲：限定なし  

・ サービス利用料：Ｙが連携システムを経由して API を利用した量に応じた従量課金  

・ Ｙは、カスタマイズモデル生成に際してデータ・ノウハウを提供した見返りとして、一定期間、対

象領域についてサービス利用料の最恵待遇条項やプロフィットシェアなどの経済的便益を

受ける。  

・ 利用可能期間：●年間  

 

（2） 解説  

  ア 非独占的な提供の合理性  

カスタマイズモデルの利用条件としては、「交渉経緯」でＹ担当者が当初主張していたような「独

占的な提供」という内容も一応考えうる。その場合、一定期間内は、X はＹ以外の第三者に対し

てカスタマイズモデルの提供が出来ないことになるが、そうすると、ごく例外的なケースを除いて

スタートアップである X のビジネスが成り立たなくなる。  

なぜなら、独占的な提供方法を採用した場合、X としてはＹ以外の事業会社とも同様の条件

で組むことになるが、そうすると個々の事業会社ごとのカスタマイズモデルが複数並立するこ

とになり、そのすべてのカスタマイズモデルを X が並列的に管理して各事業会社に提供する

ことになる。そして、スタートアップにおいて独自の研究開発に基づいてベースモデルのアップ

デートを継続的に行っていく場合、スタートアップは並立している全てのカスタマイズモデルに

ついても同アップデートを前提としたメンテナンスを行う必要があり、必然的に管理コストが著

しく上昇することになる。そこで、スタートアップとしては利用料を高く設定しなければビジネス

が成り立たないことになるが、事業開始時点の見通しが不透明な状況において事業会社が

高い利用料設定に応じることは、ごく例外的な場合（たとえば、当該領域を当該事業会社が独

占していて、高い収益が約束されている場合）以外は通常考え難い。その結果、スタートアッ

プとしては、「将来にわたって低い利用料収入で高い管理コストを賄う」という状況に陥ること

になり、事業の発展可能性を失う。  

そのため、ごく例外的な場合を除いてスタートアップにおいて「複数の事業会社からデータの提

供を受けて生成したカスタマイズモデルを利用したサービスを各事業会社に提供する」というビ

ジネスを提供する場合、カスタマイズモデルの利用条件は非独占的な内容、すなわちどの事業

会社（この中には、カスタマイズモデル生成のためにデータ・ノウハウ提供をする会社も、しない

会社も含まれる。）に対してもカスタマイズモデルないし同カスタマイズモデルを利用したサービ

スを提供できる、とするのが合理的である。  

そうすることで、スタートアップとしては、カスタマイズモデルを用いた事業展開に制約がなくなる

ことから事業拡大・収益拡大の可能性が高まるとともに、管理コストも一定の範囲に抑えること

ができることから、将来的な発展可能性を確保することができる。  

また、社会的な見地から見ても、独占的な提供にとどめた場合「特定の企業のデータだけを用い

た、十分な性能のない小さい学習済みモデルが複数存在する」という事態が生じることになるが、

非独占的な提供および非限定的な追加学習を行うことで、より高精度な学習済みモデルを広い

範囲のユーザに提供することができるというメリットが事業会社およびスタートアップの双方に発

生することになる。  
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イ Ｙの貢献をどのようにカスタマイズモデルの利用条件に反映させるか  

もっとも、カスタマイズモデルの利用条件を非独占的な内容にした場合、カスタマイズモデルの

共同開発におけるＹのデータやノウハウ面での寄与をどのようにして適切に反映させるかが問

題となる。  

X がＹに独占的にカスタマイズモデルを提供するというビジネス形態は、Ｙの寄与を反映させる

ための一つの方法ではあるが、そのようなビジネス形態が合理的ではないことは先ほど説明し

た。  

Ｙの寄与を反映させる方法として、X がＹの当該寄与に見合った経済的便益をＹに提供する

方法がある。たとえば、最恵待遇条項（MFN 条項：一定期間、サービス利用料を介護分野に

おける最安値とする。）を設定する方法や、プロフィットシェア（カスタマイズモデルから X が得

た売上の一部をプロフィットプールとし、同プロフィットプールを一定のルールに従って分配す

る方法）などである。  

しかし、プロフィットシェアはその設計が非常に複雑になり採用が容易ではない（後述のコラ

ム参照）ため、本モデル契約においては最恵待遇条項（MFN 条項）を採用することとした。  

さらに、単純な最恵待遇条項ではカスタマイズモデルの生成に対するＹの貢献度を十分に反

映できないことから、本モデル契約においてはＹに対して、より大きなメリットを提供するために、

「●年間、サービス利用料を、介護分野におけるサービス利用料の最安値の 10%引きとする。」

という条項（いわば「最恵待遇+ディスカウント条項」）を採用している。  

本モデル契約では「最恵待遇+ディスカウント条項」におけるディスカウント率を一応「10%」とし

ているが、実際のディスカウント率を設定するに際しては、当該事業領域における利益率、当該

事業会社による見込利用量、スタートアップにおけるコスト構造（特に AI スタートアップの場合

は研究開発に要するコストが大きい。）を考慮したうえで決定する必要がある。  

また本条では、一定期間、一律「10%引き」という固定ディスカウント率としているが、 

「最恵待遇+ディスカウント条項」を設定する趣旨がＹの貢献度を評価するものであることから、

実際の貢献度に応じた条件設定をすることが望ましい。具体的には、Ｙの貢献としては、① 当初

のモデルの共同開発への貢献や、② 追加データの提供による貢献が考えられるが、長期間に

わたって多数の第三者が提供したデータによる追加学習が行われた場合、初期のユーザが提

供したデータがカスタマイズモデルの精度向上に寄与する割合は逓減していくことを考えると、

経過年数に応じてディスカウント率を下げていくことも考えられよう。  

このような最恵待遇条項（MFN 条項）を設定する方法は、事業会社にとっては事業における

コスト（サービス利用料）低減を意味する。本モデル契約の条項のように「対象領域における

最安値からさらに 10%引き」という設計とした場合、そのコスト低減効果はさらに大きくなり、事

業会社の了承を得られる可能性が高くなる。  

MFN 条項が持つコスト削減効果は、経済的にはプロフィットシェアと同じであるが、その一方で、

MFN 条項はプロフィットシェアよりもその設計・計算が容易であり、交渉コストが低いというメリッ

トがある。  

 なお、MFN 条項を設ける場合には以下の点に留意する必要がある。  

（ア） MFN 条項の対象となる分野を特定する必要がある  

たとえば、介護領域であれば、介護領域においてサービス利用をしている事業者の中での

最安値（あるいは最安値からの定額割引）を保証するという形をとるという意味である。  

なぜなら、事業会社は対象分野ごとに競合他社と競争をしており、かつ事業分野によって事

業の平均利益率は異なるため、API を提供する際にも、その業界利益率を考慮した値決めが合

理的だからである。  

本モデル契約においては、介護領域を対象とする MFN 条項としている。  
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（イ） MFN 条項の適用年限を限定する必要がある  

AI 領域は極めて技術の進歩スピードが速く、スタートアップが事業会社に当初提供したベ

ースモデルの陳腐化のスピードも速いこと、スタートアップが非独占的にカスタマイズモデルを

提供するビジネスモデルを採用する結果、同カスタマイズモデルのユーザは逓増し、事業会

社が当初データおよびノウハウを提供した貢献度も逓減することから、MFN 条項の適用年限

を定めるべきである。具体的な適用年限は、秘密保持契約における秘密情報の陳腐化と同じ

観点から、3 年程度が合理的と思われる。  

本モデル契約においては MFN 条項の適用年限を 3 年間としている。  

（ウ） 最低価格を参照する対象となる事業者（対象事業者）を適切に設定する必要がある  

最後に、最低価格を参照する対象となる事業者（対象事業者）を適切に設定すべきである。

MFN 条項においては、対象事業者に提供する際のサービス提供価格の最低額が基準となるの

で、対象事業者を適切に設定しなければ、意図せず MFN 条項が発動してしまうためである。詳

細は本モデル契約第８条（サービス利用料）の解説部分を参照されたい。  

  

ウ 特定の事業領域における独占利用を許諾することについて  

また、カスタマイズモデルの非独占的な提供をベースにした場合でも、ある特定の事業領域に

ついては独占利用を認めるように事業会社から要請されることがある。  

かかる要請に応じるかどうかはスタートアップにおいて極めて慎重な検討を要する。まず、スタ

ートアップが SaaS 型で API を提供するビジネスモデルを採用する場合、事業をスケールするた

めには、スタートアップ自らが当該サービスを利用する事業会社に対して直接サービスを提供す

るだけでなく、システムインテグレータ（SIer）のような中間事業者とパートナーシップを組んで、

同中間事業者を介して（中間事業者の立ち位置はサブライセンサーや再販売者などケースバイ

ケースである。）、より多数の事業会社に対してサービス提供をしていく必要がある。  

しかし、特定の事業領域について特定の事業会社に独占利用を認めた結果、当該領域につい

ては自由にサービスを提供できないということになると、中間事業者にとっても提供先が限定さ

れることになるため、実際にはスタートアップと中間事業者とのパートナーシップ構築が極めて

困難になる。  

すなわち、特定の事業領域であれ、独占利用を認めることは、当該領域における他の事業者

との取引機会を失うだけでなく、中間事業者とパートナーシップを組んで事業をスケールさせると

いうスタートアップの事業戦略の根幹を毀損する可能性がある。  

ただし、いかなる場合であっても非独占にすることが望ましいというわけではなく、例えば、以

下のような事情がある場合において、スタートアップが戦略的な判断として、独占パターンを採

用することもありうる。  

・当該業界がニッチな業界でありかつ当該業界を事業会社が寡占しているため、当該事業領

域について事業会社に独占利用させたとしても、スタートアップの事業機会への影響が比較

的軽微な場合。  

・スタートアップの事情として、実績作りや、サービスのローンチという形式をとりあえず満たす

ことの優先度が高い場合。  

・その他の条件でスタートアップに配慮されている場合（独占期間が短い、独占の見返りとなり

うる多額の一時金が支払われている等）  

スタートアップとしては、特定の事業領域について事業会社に独占利用を認めることを要請さ

れた場合には、上記のような観点から慎重に検討すべきである。  



10  

  

 【コラム】プロフィットシェア方式について  

プロフィットシェアはその設計が非常に複雑になるため、本モデル契約では採用していないが、参

考のため、X がＹを含めた事業会社との間でプロフィットシェアを行う場合の留意点について説明を

する。 

（ア） 定料率方式  

プロフィットシェアを行う場合のシェア額の算定方法について確立した手法がある訳ではない

が、まずシンプルな算定方法として考えられるのが「『X の利益（売上）× 固定料率』の計算式で計

算したプロフィットシェアが一定期間発生する」というものである。  

 しかし、X のようなスタートアップが、複数の事業会社からデータの提供を受けて 1 つの高精度な

カスタマイズモデルを生成し、当該カスタマイズモデルを非独占的に提供するというビジネスにおい

ては、そのような「『X の利益（売上）×固定料率』の計算式で計算したプロフィットシェアが一定期

間発生する」という計算方式は採用が困難である。  

すなわち、X にデータを提供したすべての第三者に対して、X が固定料率方式のプロフィットシェ

アを行った場合、当該プロフィットシェアが単純に合算されることになり、プロフィットシェアの合計額

が X の収益を大きく圧迫する。また、実質的に考えても、長期間にわたって多数の第三者が提供

したデータによる追加学習が行われた場合、初期のユーザが提供したデータがカスタマイズモデ

ルの精度向上に寄与する割合は逓減していくことを考えると、カスタマイズモデルを用いたビジネス

におけるプロフィットシェア算定方式としての固定料率方式には合理性がない。  

  

（イ） シェアプール方式  

本件のようなカスタマイズモデルを用いたビジネスにおいて合理的なプロフィットシェア算定方式

の一つとしてシェアプール方式がある。  

これは、カスタマイズモデルの品質向上に協力した事業者に対して、当該品質向上による超過利

益を分配するため、一定のシェアプールを設けておいて、当該プールを、データ提供した各事業者

の寄与度に応じて分配するという仕組みである。このような算定方法であれば、AI スタートアップと

してはプロフィットシェアの総額をシェアプールという合理的な範囲に抑えることができる一方で、

日々精度が高まっていくカスタマイズモデルに対する各事業会社の寄与度を適切に評価すること

が可能となる。逆に言えば、プロフィットシェアを行う場合には、スタートアップにおいて、このような

シェアプール方式を適切に設計し、事業会社と交渉の上で契約に落とし込まなければならないの

であって、安易に固定料率方式で売り上げの一部を支払うというアレンジは自らの首を絞め事業破

綻の可能性を高めることに留意する必要がある。もちろん、スタートアップが事業破綻した場合に

は、当該スタートアップが提供しているカスタマイズモデルを利用した事業会社も大きな影響を被る

のであって、合理的なプロフィットシェア方式の採用は、スタートアップのみならず事業会社にとって

も有用である。 

（ウ） シェアプール方式の詳細について  ⅰ シェアプール額の設計  

シェアプール方式は「①一定の計算式（たとえば「売上高×●%（シェアプール比率）」）で計算し

たシェアプールを（シェアプール額の設計）②一定の比率で参加者に分配する（分配比率の設計）」

というものである。  

 そして、①のシェアプール額を設計するに際して、「売上高×●％（シェアプール比率）」というよう

に売上高のみを基準とすると、売上高が十分に上がらずスタートアップの粗利益や営業利益が赤

字の場合でもシェアプールが発生することになってしまう。  そこで、シェアプール額の設計におい

て、「営業利益×●％（シェアプール比率）」とすることも考えられるが、そうすると事業会社に対し、

原価や各種経費等の営業秘密を開示等せざるを得なくなる。  
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売上基準か営業利益基準かいずれを採用することが合理的かはケースバイケースであるが、スタ

ートアップとしては、内部的には「営業利益×●％（シェアプール比率）」シェアプール額を設計した

うえで、契約の条項上は、「シェアプール額＝売上高×●％（シェアプール比率）」と合意することが

必要であろう。  

 そのような設計を行ったうえで「シェアプール額＝売上高×●％（シェアプール比率）」と定める場

合、シェアプール比率は数パーセント未満が妥当な場合が多いと思われる。  

 

ⅱ 分配比率の設計   シェアプール額が発生した場合、当該シェアプール額を、カスタマイズモ

デル生成に貢献した度合いに応じて参加者に分配する必要がある。なお、当然のことながら、分配

の対象となる参加者は、Ｙのように「データ解析サービスの利用に先立ってカスタマイズモデルの

生成のためにデータ・ノウハウを提供した事業会社」に限られ「カスタマイズモデルの生成のために

データ・ノウハウを提供せず、単にサービス利用をしているだけの事業者」は含まれない。  

  この場合の分配比率の計算方式としては、「カスタマイズモデル生成の際に各事業会社が提供し

たデータ量」に応じて分配する方式、あるいは「カスタマイズモデル用のデータ提供者がカスタマイ

ズモデルを利用した量（各利用者の SaaS のトランザクション量）」に応じて分配する方式が考えら

れる。  

 

まず、前者の場合、「データによる貢献度」を正確に反映しようとすれば、データの量だけではな

く、データの質や鮮度も考慮する必要があるが、「データ量」だけではその貢献度を合理的に反映

することが困難である。  

一方、後者の場合、システムのバックエンドのコストはシステム利用量が増えるほど下がるという

関係にあるため、システムを多く利用しているプレーヤーはその分システム全体に対する寄与度が

大きいと評価することができる。  

そのため、分配比率の設計に関しては、後者の「カスタマイズモデル用のデータ提供者がカスタ

マイズモデルを利用した量（各利用者の SaaS のトランザクション量）」を基準とした分配方式の方

が、異なる内容のデータの貢献度を比較するという困難を避け、システム全体への貢献という見地

から寄与度を算定する方式であり、合理性を有すると思われる。 

 

3. 追加学習の内容  

学習済みモデルを利用したデータ処理サービスにおいてはデータを大量に処理することになる

が、それら処理対象データに対して一定の品質を維持した処理を行うためには、未知のデータ

を含む追加データにより学習済みモデルを追加学習しその精度の維持・向上を図ることが必

要となる 1。  

その意味で AI システムは「いったん納品したら終わり」というシステムではなく、追加学習を継

続することでその性能を維持・向上する必要があるシステムといえる。  

そして、追加学習を行う際には、X とＹとの間で、①追加学習に使用するデータの範囲、②Ｙか

ら X にデータ処理のために提供されたデータの利用目的、③追加学習を行った結果精度が向

上した学習済みモデルの権利帰属・利用条件について合意する必要がある。  

追加学習の内容をどのようなものにするかはカスタマイズモデルの利用条件と密接に関連し

ている。  

                                                           
1 追加学習の具体的な方法の概要については機械学習品質マネジメントガイドライン第 1 版

（国立研究開発法人産業技術総合研究所）Ｐ87 参照。  
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前述のようにカスタマイズモデルの利用条件として非独占的な内容とし、複数の事業会社から

提供を受けたデータを利用して 1 つの高精度なモデルを生成するというビジネスとする以上、

まず「追加学習に使用するデータの範囲」としては、当該Ｙから処理のために提供されたデータ

のみを追加学習に用いるのではなく、当該Ｙ以外から提供されたデータも追加学習に用いるこ

とになる。  

また「Ｙから X にデータ処理のために提供されたデータの利用目的」についても、Ｙのみに

対して提供するカスタマイズモデルの生成のみに用いるのではなく、Ｙを含めた利用者に広

く提供するために X が生成する高精度なカスタマイズモデルの生成にも利用することにな

る。  

（1） 内容  

・ 追加学習に使用するデータの範囲  

 Ｙから送信されたデータおよびＹ以外の第三者から X が提供を受けたデータを用いた、制限

のない追加学習が可能  

・ Ｙが処理対象として X に送信したデータの扱い  

 本サービスの提供目的およびＹのための追加学習サービスのため以外にも制限なく利用可

能  

・ カスタマイズモデルに追加学習したモデルの権利帰属  

   X  

  ・ サービス利用料：月額●円  

  ・ 期間：●年間  

 

（2） 解説  

①の「追加学習に使用するデータの範囲」として、当該Ｙから処理のために提供されたデータのみ

ならず、他のユーザから提供されたデータも追加学習に用いる。さらに、 

②の「Ｙから X にデータ処理のために提供されたデータの利用目的」は、Ｙに対する本サービスの

提供目的、および当該Ｙのための追加学習目的以外にも、制限なく X が利用することを可能とす

る。具体的には、Ｙ以外の第三者に提供するためのカスタマイズモデルの学習のためにもＹから

提供されたデータを利用することを可能とするのである。  

③の「カスタマイズモデルに追加学習したモデルの権利帰属」については、ケースバイケースで

あるが、本件のような、カスタマイズモデルに関する著作権について X に帰属させたうえで 

SaaS 形式でＹに処理結果を提供する方式の場合は、X に帰属するとするのが合理的であろう。  
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◼ 前文  

 X社（以下「甲」という。）と Y社（以下「乙」という。）とは、甲乙間で● 

年●月●日付で締結した共同研究開発契約（以下「本共同研究開発契約」と

いう。）に基づいて共同開発された、本学習済みモデルを用いたサービスに関

する条件等を定めるため、次のとおり契約（以下「本契約」という。）を締結

する。  

 

 
 

＜ポイント＞  

 本モデル契約は、XＹ間の共同研究開発契約に基づいて開発されたカスタマイズモデル

を利用したサービス（①データ処理サービスおよび②追加学習サービス）を X（スタートア

ップ）がＹ（事業会社）に対して提供するための契約である。  

  

＜解説＞  

 共同研究開発契約では、スタートアップ・事業会社間の共同研究開発契約に基づいて開

発されたカスタマイズモデルの利用条件について利用契約において定めるとしている。  

 さらに、事業会社としてはカスタマイズモデルを利用したデータ解析サービスに加えて、追

加学習サービスの提供を受けることも希望していることから、本利用契約は、データ解析

サービスおよび追加学習サービスの内容について定めることを目的としている。  

 学習済みモデルをスタートアップと事業会社で共同開発した場合、あるいは事業会社の

委託に基づいてスタートアップが学習済みモデルを開発した場合において、当該学習済

みモデルの知的財産権をスタートアップに留保した上でのスタートアップ・事業会社間の

当該モデルの利用契約の類型としては、大別してライセンス契約とサービス提供契約が

ある。  

 具体的には、学習済みモデルのプログラム（コード）をスタートアップが事業会社に提供し

たうえで、事業会社が同プログラム（コード）を複製（場合によっては改変を含む。）・使用

する契約形態が、当該コードのライセンス契約（著作物の利用や、事案によっては特許発

明の実施の許諾も含むライセンス契約）となる。 

 一方、スタートアップが事業会社には学習済みモデルのコードを提供せず、 

「API を通じて事業会社から処理対象となるデータの提供を受けたうえで同モデルを利用

した処理結果を事業会社に提供する」という内容の「サービス」を提供する形態もある。こ

の場合はプログラム（コード）の提供を伴わないためライセンス契約ではなくサービス提供

契約となる。いずれの契約形式が適しているかはビジネスの内容にもよるが、本モデル

＜JPO モデル契約書との相違点＞  

⚫ 追記・変更なし。 
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契約ではスタートアップは事業会社に学習済みモデルを提供せず、API 経由でデータの

送信を受けその処理結果を提供するというサービス提供契約を前提としている。  

 なお、学習済みモデルのプログラム（コード）を提供するビジネス（ライセンス契約）と API 

経由でサービスを提供するビジネス（サービス提供契約）のいずれもが選択できる場合に、

いずれを選択すべきか、という点については、例えば以下の考慮要素を踏まえつつ検討

することとなろう。  

【学習済みモデルのプログラム（コード）を提供するビジネス（ライセンス契約）】事業会社

において、スタートアップから提供を受けた学習済みモデルを改変して自社ソフトウェアや

自社製品に組み込んで提供する場合や、事業会社のエッジデバイス内に学習済みモデ

ルを組み込む場合には、コードの提供を伴うため当然ライセンス契約が前提となる。  

ライセンス契約を締結してコードを提供することで、事業会社での利用可能範囲が拡

大され、それに伴ってスタートアップが得られるライセンスフィーが増加する可能性がある

というメリットがあるが、コードの開示等を伴うため、その無断複製や漏洩、目的外利用の

リスクが常に存在する。  

【API 経由でサービスを提供するビジネス（サービス提供契約）】  

コードの提供を伴わないため漏洩リスク等がない点、API を通じての提供であるため、

再販売を含めて画一的かつ大量にサービス提供・サービス提供範囲の拡大ができ、かつ

その利用状況をスタートアップ自身が把握できるという点がメリットである。  

一方、提供・処理内容を個々の顧客ごとにカスタマイズすることは前提としていな

いため、カスタマイズを希望する顧客の希望には応えづらいという限界がある。  

  本モデル契約はいわゆるクラウドサービスのうち SaaS（Software as a Service）に該当す

る。クラウドサービスの場合は大量のユーザに対して画一的なサービスを提供することが

前提となっていることも多いが、その場合には契約交渉のコストを削減するために提供者

と利用者との間では、一対一の個別契約ではなくいわゆる利用規約が締結されるのが通

常である。一方で本モデル契約は、特定のユーザ（Ｙ）から提供を受けたデータを基に開

発した特定の学習済みモデル（カスタマイズモデル）を利用したサービスを提供することを

前提としているため、利用規約ではなく一対一の個別契約の形式をとっている。  
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◼ 1 条（定義）  

第 1 条 本契約において使用される次に掲げる用語は、各々次に定義する意味

を有する。なお、本共同研究開発契約において定義した用語を本契約で使用

する場合には同契約内の定義に従う。  

1 見守りカメラシステム  

 介護施設における被介護者の見守りシステムをいう。  

2 エンドユーザ  

 見守りカメラシステムの提供事業者との間で見守りカメラシステムの利用契

約（契約の名称および法的形式は問わない。）を締結して同システムを利用す

る介護事業者をいう。  

3 見守り用カメラ  

見守りカメラシステムの提供事業者である乙がエンドユーザに対して提供

（売買・貸与・リース等の法的形式は問わない。）する見守り用カメラをい

う。  

4 対象データ  

 別紙（1）「対象データの明細」に記載のデータをいう。 

5 データ解析サービス  

 対象データについて同データ内の対象者の状態推定を行い、その推定結果を

乙に提供するサービスをいい、その詳細は第 2条で定義されるものとする。  

6 追加学習サービス  

 甲が本学習済みモデルに追加学習を行うサービスをいい、その詳細は第 4 条

で定義されるものとする。  

7 本サービス  

 データ解析サービスおよび追加学習サービスの総称をいう。  

8 追加学習済みモデル  

 本学習済みモデルに追加学習を行うことで生成された学習済みモデルをい

う。  

9 個人情報等  

 個人情報保護法（個人情報の保護に関する法律（平成 15 年法律第 57 号））に

定める個人情報（同法 2 条 1 項）、個人データ（同法 2 条 6 項）および匿名加

工情報（同法 2 条 9項）をいう。  

10 書面等  

 書面および甲乙が書面に代わるものとして別途合意した電磁的な方法をい

う。  

 

 

 

＜ポイント＞  

  本モデル契約で使われる主要な用語の定義に関する規定である。  

＜JPO モデル契約書との相違点＞  

⚫ 追記・変更なし。 
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◼ 2 条（データ解析サービスの内容）  

第 2条 甲は乙に対して下記の内容のデータ解析サービスを提供する。  

記  

① 解析対象データ  

乙から APIを通じて解析がリクエストされた対象データ  

② 解析に利用する学習済みモデル   

本学習済みモデルおよび追加学習済みモデル  

③ 解析内容  

 ②に定める学習済みモデルを利用して対象者の状態推定を行い、その推定結

果を乙に提供する。  

④ サービス利用期間  

 本契約の有効期間と同一とする。  

 

 

＜ポイント＞  

 データ解析サービスの内容について定めた条項である。なお、独占・非独占の別について

は第 3 条で定めている。  

  

＜解説＞  

 本モデル契約はサービス提供契約であるため、当該サービスの内容を契約で特定する必

要がある。学習済みモデルを利用したデータ解析サービスの場合、① 対象となるデータ②

処理を行うために利用する学習済みモデル③具体的な処理内容(解析内容)④データ解析

結果の提供形式等で当該サービスの内容を特定することになる。  

 一方、本モデル契約と異なり、スタートアップと事業会社の間で学習済みモデルのライセン

ス契約を締結したうえでスタートアップが事業会社に学習済みモデルのコードを提供する場

合には、契約形式としてはプログラムのライセンス契約となる。たとえば、本設例を少し変え

て、見守りカメラの中に学習・推論を行う学習済みモデルを組み込む場合などである。その

場合には、利用許諾の範囲が契約の重要な要素となる。例えば「見守りカメラに学習済み

モデルをインストールし、同カメラを製造・販売すること、および同製造・販売に必要な範囲

内で学習済みモデルを複製することを許諾する。」という内容になろう。  

  

  

＜JPO モデル契約書との相違点＞  

⚫ 追記・変更なし。 
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◼ 3 条（非独占）  

第 3 条 甲は、乙以外の第三者に対して、本学習済みモデルおよび追加学習

済みモデルを用いたサービス（本学習済みモデルおよび追加学習済みモデ

ルの複製物を当該第三者に提供するか否かを問わない）を提供することが

できる。  

2 乙は自らおよび第三者のために本契約に定める条件の下でデータ解析サー

ビスを利用することができる。  

 

 

＜ポイント＞  

 本学習済みモデルおよび追加学習済みモデルを利用したサービスの提供が非独占的な

ものであること、およびデータ解析サービスの事業会社による利用について定めた条項で

ある。  

  

＜解説＞  

 本モデル契約においては、カスタマイズモデルの利用条件として非独占的な内容を前提と

しているため、その旨を第 1 項にて定めている。  

 後述のように、本モデル契約においては、スタートアップが事業会社以外の事業者から提

供を受けたデータにより本学習済みモデルに追加学習を行うことも可能となっている。そ

のような方法で追加学習済みモデルを生成し、当該追加学習済みモデルを利用したビジ

ネスを展開する場合は、当該ビジネスは第 1 項に定める「本学習済みモデルおよび追加

学習済みモデルを用いたサービス」に該当する（本モデル契約の定義（第 2 条）上、追加

学習済みモデルは、対象データにより追加学習したモデルに限定されていない）ため、本

条の対象となる。  

 また「（本学習済みモデルおよび追加学習済みモデルの複製物を当該第三者に提供する

か否かを問わない。）」と定めているのは、いわゆる SaaS 型のビジネスだけではなく、スタ

ートアップが第三者に本学習済みモデル等のコードを提供してライセンスビジネスを行う場

合も本条の対象にするためである。  

  

  

＜JPO モデル契約書との相違点＞  

⚫ 追記・変更なし。 
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◼ 4 条（追加学習サービスの内容）  

第 4条 甲は乙に対して以下の内容の追加学習サービスを提供する。  

記  

1 追加学習の対象となる学習済みモデル  

本学習済みモデルおよび追加学習済みモデル  

2 追加学習に利用するデータ  

 対象データおよび乙以外の第三者が甲に提供したデータ  

3 サービス利用期間  

 本契約の有効期間と同一とする。  

4 甲および乙の具体的作業内容  

① 甲の担当作業  

・ 対象データの前処理  

・ 対象データのアノテーション  

・ 追加学習サービスに用いるために対象データを整形または加工した学習用

データセット（以下「追加学習用データセット」という。）の作成  

・ 対象データによる追加学習済みモデルの生成  

② 乙の担当作業：   

・ 追加学習済みモデルの精度の向上に必要なノウハウの提供  

5 作業頻度・回数  

 サービス利用期間内において甲が適切と判断した頻度・回数  

6 追加学習用データセットの取扱い  

① 甲は、追加学習用データセットを乙に対し開示する義務を負わない。  

② 甲は、追加学習用データセットを、本契約期間中およびその終了後も本契

約第 5条 1項に定める目的で利用することができる。  

③ 甲は、追加学習用データセットを第三者に開示等してはならない。  

7 追加学習モデル等の著作権の帰属  

① 追加学習済みモデルおよび追加学習サービスの遂行に伴い生じた知的財産

に関する著作権（著作権法第 27条および第 28条の権利を含む。以下本契

約において同じ。）は、乙または第三者が従前から保有していた著作権を

除き、甲に帰属する。  
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② 甲および乙は、本契約に従った追加学習済みモデルの利用について、相手方

および正当に権利を取得または承継した第三者に対して、著作者人格権を行

使しない。  

③ 本項①の規定にかかわらず、甲が本契約第 15条 1項 2号または 3号のいず

れかに該当した場合には、乙は、甲に対し、上記 7①に定める著作権を乙ま

たは乙の指定する第三者に対して無償で譲渡することを求めることができ

る。  

8 追加学習モデル等の特許権等の帰属  

① 追加学習済みモデル等にかかる特許権その他の知的財産権（ただし、著作権

は除く。以下「特許権等」という。）は、追加学習済みモデル等のうち、特

許権等の保護対象となる発明等を創出した者が属する当事者に帰属する。  

② 甲および乙が共同で創出した追加学習済みモデル等に関する特許権等につい

ては、甲および乙の共有（持分は貢献度に応じて定める。）とする。  

③ 甲および乙は、上記 8②に基づき相手方と共有する特許権等について、必要

となる職務発明の取得手続（職務発明規定の整備等の職務発明制度の適切な

運用、譲渡手続等）を履践する。  

9 追加学習済みモデルの利用条件  

 追加学習済みモデルの利用条件は、本契約に定める本学習済みモデルの利用条

件と同等とする。  

10 OSSの利用  

① 甲は、追加学習サービス提供の過程において、追加学習済みモデルを構成す

る一部としてオープン・ソース・ソフトウェア（以下「OSS」という。）を利

用しようとするときは、OSS の利用許諾条項、機能、脆弱性等に関して適切

な情報を提供し、乙に OSS の利用を提案するものとする。   

② 乙は、上記 10①に定める甲の提案を自らの責任で検討・評価し、OSS の採

否を決定する。   

③ 本契約の他の条項にかかわらず、甲は、OSS に関して、著作権その他の権利

の侵害がないことおよび不適合のないことを保証するものではなく、甲は、

上記 10①所定の OSS 利用の提案時に権利侵害または不適合の存在を知りな

がら、もしくは重大な過失により知らずに告げなかった場合を除き、何らの

責任を負わない。    

11 本共同開発契約第 6 条（各自の義務）、同第 8 条（再委託）、同第 9 条（本契

約の変更）は、甲による追加学習サービスによる追加学習済みモデルの生成

に準用する。 



22  

  

 

 
＜ポイント＞  

 追加学習サービスの内容について定めた条項である。  

  

＜解説＞  

 追加学習サービスもデータ解析サービスと同様、当該サービスの内容を契約で特定する必

要がある。追加学習サービスの場合、①追加学習の対象となる学習済みモデルおよび②

追加学習に利用するデータ等で当該サービスの内容を特定することになる。  

 本モデル契約においては、追加学習に利用するデータは対象データに限定されず、スター

トアップが事業会社（乙）以外の第三者に対して本学習済みモデルを利用したサービスを提

供し、当該サービスの利用に際して当該第三者からスタートアップが提供を受けたデータも

対象としている（2 号）。  

 さらに、追加学習サービスを提供する場合には、追加学習作業が学習済みモデルの生成と

いう側面を有していることから、学習済みモデルの開発契約において定めるべき事項につ

いて追加学習サービスに関する契約においても定める必要がある。  

 本モデル契約は、スタートアップ・事業会社間において本共同研究開発契約に基づいて学

習済みモデルを共同開発することが前提となっており、同契約において学習済みモデルの

生成に関する事項はすでに合意済みである。そして、追加学習サービスの提供に際してそ

れら既に合意されている事項を変更する合理性に乏しい場合が多いと思われることから、

追加学習サービスによって生成される学習済みモデルについて、本共同開発契約の関係

条項に沿った内容の契約とし（7 号以下）、必要に応じて本共同開発契約の関係条項を準

用することとしている 

（11 号）。ただし、追加学習サービスに用いるために生成された学習用データセット（追加学

習用データセット）については、本共同開発契約第 13 条の規定をそのまま準用すると、追

加学習サービスの提供に支障が生じるため、本共同開発契約第 13 条の規定をベースに

しつつも、本契約独自の条項を設けている（6 号）。なお、追加学習サービスの提供にあた

って、本共同研究開発契約に基づく学習済みモデルの共同開発時と状況が変わった場合

には、別途異なる定めを設けることも考えられる。 

＜JPO モデル契約書との相違点＞  

①条文について 

⚫ 7-③について、「乙または乙の指定する第三者に対し」のほうが適当である

かと理解する。 

②解説について 

⚫ 中国法における共同研究開発成果の特許出願権等の関連規定を追記して

いる。 

⚫ 中国法における共有の特許権等の行使の関連規定を追記している。 

⚫ 中国の秘密保持審査制度について追記している。 

⚫ 技術輸出入に関する規定を追記している。 
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共同研究開発成果の特許出願権等の関連規定 

⚫ 中国「民法典」第 860 条、第 861 条の規定によれば、各方当事者が別途約定し

た場合を除き、共同開発で完成した発明創造について、専利出願の権利は各共

有者に共有し、共同開発で完成したノウハウ成果の使用権、譲渡権及び収益の

分配方法について、当事者によって約定する、約定がない又は不明確な場合、

同じ技術法案が専利登録された前、当事者はいずれも使用と譲渡の権利を有す

る。 

⚫ 中国「専利法」第 8 条によれば、二つ以上の単位又は個人が協力して完成した

発明創造、一つの単位又は個人がその他の単位や個人の委託を受けて完成し

た発明創造については、別途合意がある場合を除き、専利出願権は完成した単

位又は個人、あるいは共同で完成した単位又は個人に帰属する。出願が認可さ

れた場合は出願した単位又は個人が専利権者となる。 

⚫ したがって、中国法の下で、共同で開発した知的財産権について知的財産権の

帰属を約定できる。明確に約定しなければ、共有するものとみなされる。片方当

事者に単独帰属させたい場合、本契約にて明確に規定することが重要である。 

⚫ 本件の場合、著作権以外の知的財産権の帰属の方法は、単独帰属と共有の 2

種類があるため、詳細の成果についての知的財産権の帰属を契約するときに規

定することが難しいと思われ、通知や協議を規定することが重要と思われる。ま

た、本条第 4 項の規定も中国の関連規定を違反しない。 

⚫ 中国専利法第 14 条によれば、専利出願権又は専利権の共有者の間で権利の

行使について約定がある場合はその約定に従う。約定がない場合、共有者は単

独で実施するか、あるいは一般許諾方式によって他者に当該専利の実施を許諾

することができる。他者に当該専利の実施を許諾する場合、受け取った使用料は

共有者の間で分配しなければならない。前項が規定する状況を除き、共有する

専利出願権又は専利権の行使については共有者全員の同意を得なければなら

ない。 

⚫ つまり、中国法の下では、共有者の間に共同専利権の実施及び許諾に関する特

段の約定がない場合、当事者は当該専利に対する実施や第三者への一般許諾

方式によって実施を許諾することについて、ほかの当事者の許諾は必要ではな

い。したがって、本条の「第三者に対する実施の許諾については相手方の同意を

要する」という規定は中国の関連法律を違反しないが、約定しない場合、一方当

事者が共有専利を第三者への一般許諾方式によって実施を許諾することが、ほ

かの当事者の許諾が必要ないものとなってしまうことを留意すべきである。 

（次頁に続く） 
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秘密保持審査 

⚫ 中国専利法第 19 条第 1 項によれば、いかなる単位又は個人が国内で完成した

発明又は実用新案について、外国で専利を出願する場合、まず国務院専利行政

部門に秘密保持審査を受けなければならない。秘密保持の手順及び期限等は

国務院の規定に準拠する。したがって、中国国内で完成した発明又は実用新案

について、外国へ出願する場合、秘密保持審査を受けなければならない。秘密

保持審査を受けない場合、中国専利法第 19 条第 4 項に基づいて、外国へ出願

したものを中国で専利を出願した場合は専利権を付与しない。 

 

技術輸出入の該当性 

⚫ 契約の両方当事者は中国企業と日本企業であり、双方の間の権利帰属、譲渡、

実施許諾はいずれも技術輸出入に該当する可能である。中国「技術輸出入管理

条例」によれば、技術輸出入の場合、技術分野によって、輸出入禁止、輸出入制

限、輸出入自由の三種類がある。輸出自由技術に該当する場合、事前に政府の

許可を貰う必要がないが、中国企業の現地商務部門に契約を届け出る必要があ

る。輸出入禁止、輸出入制限の技術に該当する場合、国務院による「知的財産

権対外譲渡の関連作業弁法（試行）」に基づいて、現地商務部門に輸出申請し、

審査を受ける必要がある。AI に関する技術につき、近年の改正により、輸出制

限技術に該当する可能性が高いので、事前に確認する必要がある。 

 

特許と専利の違い 

⚫ 日本語の「特許・実用新案・意匠」に対応する中国語は「発明専利・実用新型専

利・外観設計専利」であり、「専利」は「特許」に対応する語ではない。契約書の日

本語版・中国語版においてこの点を明確にしているか否かに注意すべきである。 
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◼ 5 条（対象データの利用）  

第 5 条 甲は、本契約期間中およびその終了後も対象データを以下の目的で

利用することができる。  

① 乙に対するデータ解析サービスの提供  

② 乙に対する追加学習サービスの提供  

③ 乙以外の第三者に対する、本学習済みモデルおよび追加学習済みモデルを

用いたサービス（本学習済みモデルおよび追加学習済みモデルの複製物を

当該第三者に提供するか否かを問わない。）の提供  

④ ①②③に定めるサービスの追加的機能の開発  

⑤ 本学習済みモデルおよび追加学習済みモデルに対する追加学習  

2 乙は甲に対し、以下の各号の事実が正確かつ真実であることを保証する。  

① データ解析サービスおよび追加学習サービスの利用に際して、対象データ

を甲に提供する正当な権限を有していることおよびかかる提供等が法令に

違反するものではないこと。  

② 前項に基づく甲の使用に対する許諾を行う正当な権限を有していること。  

3 乙は、甲および甲が指定する第三者に対して対象データに関する著作者人

格権を行使せず、またその権利者に行使させないものとする。  

 

 

＜ポイント＞  

 事業会社からスタートアップに対して、本サービスの利用に際して提供される対象データの

利用に関する条項である。  
  

＜解説＞  

 AI を利用したサービスにおいて、事業会社からサービス提供者に提供されるデータは、サ

ービスの処理対象であると同時に、サービス提供者において学習済みモデルの追加学習

に利用することが可能なデータである。したがって、それらのデータをサービス提供者がど

の範囲で利用可能か、言い換えれば事業会社がどの範囲でデータをサービス提供者に利

用を許すかは事業会社・サービス提供者間で重要な交渉事項となる。  

 最も狭い利用可能範囲は「当該サービスを事業会社に提供するのに必要な範囲」というも

のである。このように定めると当然のことながらサービス提供者で対象データを追加学習等

に利用することはできない。  

 本モデル契約においては、追加学習サービスについて非限定的な内容としているため、対

象データを「乙に対するデータ解析サービスの提供」（1 項 1 号）で利用するのみならず、広

く追加学習にも用いることが前提となっている。そこで対象データの利用可能範囲を同項 2 

号ないし 5 号まで拡大している。  

＜JPO モデル契約書との相違点＞  

⚫ 追記・変更なし。 
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◼ 6 条（対象データの管理）  

第 6 条 本サービスの利用に際して乙から甲に提供された対象データは、す

べて甲が本サービス提供のために利用するサーバ（以下「本サービス用サ

ーバ」という。）に保存および蓄積されるものとする。  

2 甲は、対象データを適切に管理し、法令に基づく開示が求められた場合お

よび乙の事前の書面等による同意がない限り第三者に開示または提供しな

い。  

3 乙が甲に提供した対象データについては、乙の責任においてバックアップ

等の保全措置を行う。  

4 甲の責めに帰すべき事由により、本サービス用サーバに保存されている対

象データの全部または一部が消失または毀損した場合、乙は甲に対し、可

能な限り当該データを回復するよう要請することができる。但し、甲が回

復作業を行ったにもかかわらず、当該データの全部または一部の回復がで

きなかった場合であっても、甲は一切の責任を負わない。  

5 理由の如何にかかわらず本契約が終了した場合には、甲は本サービス用サ

ーバ内に残存する全ての対象データを乙に事前通知することなく削除でき

る。  

6 甲は、法令違反等甲が不適切と判断した対象データについて、乙に事前通

知することなく削除できる。  

 

 

＜ポイント＞  

 スタートアップにおける対象データの管理に関する条項である。  

  

＜解説＞  

 追加学習サービスにおいて非限定的な内容を採用した場合においては、対象データの管

理体制に対する懸念や、対象データが事業会社（乙）以外の第三者に直接開示・提供され

るのではないかとの懸念を事業会社が抱く可能性があるため、契約上明確に定める必要

性が高い。  

 第 2 項においてスタートアップが対象データを管理し、かつ原則として第三者に提供しない

旨を定めている。  

 第 5 項においては、契約終了時における対象データのスタートアップによる削除「権限」を

定めているが、第 5 条において契約終了後も対象データをスタートアップが引き続き利用

することができると定めているため、削除「義務」は規定していない。  

  

  

＜JPO モデル契約書との相違点＞  

⚫ 追記・変更なし。 
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◼ 7 条（個人情報の取扱い）  

第 7 条 本サービスの利用に際して、乙が、個人情報等を含んだ対象データ

を甲に提供する場合には、日本および中国の個人情報保護法に定められて

いる手続を履践していることを保証するものとする。  

2 乙は、本サービスの利用に際して、個人情報等を含んだ対象データを甲に

提供する場合には、事前にその旨を明示する。   

3 甲は、第 1項に従って個人情報等が提供される場合には、日本および中国

の個人情報保護法を遵守し、個人情報等の管理に必要な措置を講ずるもの

とする。  

 

 
＜ポイント＞  

 対象データに個人情報等が含まれる場合に関する規定である。  

  

＜解説＞  

 本モデル契約が対象としているデータ解析サービスは、介護施設内で見守りカメラにより

撮影された動画データを処理対象としている。当該動画データ内には被介護者の顔写真

が写りこんでいることもあるため、当該データは個人情報に該当することがある 2。  

 さらに、当該動画データが個人データにも該当する場合には、当該個人データを第三者

に提供する場合には原則として本人から同意を得ることが必要となる（個情法 23 条 1

項）。この点、個々の動画データが個人データに該当するのは、それらの動画データが

「個人情報データベース等」（個情法 2 条 4 項）として介護施設において管理されている

場合に限られる。どのような態様で動画データが介護施設において管理されているかは

スタートアップにとって不明であるため当該動画データは個人データに該当するという前

提に立つ必要がある。したがって、本サービスの利用に際しては各介護施設において、

動画データを事業会社に提供することについて被介護者本人の同意を取得する必要が

ある。介護施設と被介護者との間には施設利用契約が存在するため、当該利用契約に

付随してかかる同意を取得することは困難ではないと思われる。  

                                                           
2 介護施設側で入居者に関する情報（氏名・性別等）と送信対象となる動画データを紐づ

けて管理している場合、容易照合性（個人情報保護法 2 条 1 項 1 号）を満たし、顔写真

が写りこんでいなくても当該動画データが個人情報に該当することはありうる。  

＜JPO モデル契約書との相違点＞  

①条文について 

⚫ 第１項及び第 3 項に、個人情報保護法に「日本および中国の」の条件を追

加している。 

②解説について 

⚫ 関連個人情報の取り扱いについて、中国個人情報保護法にも従う必要性

を追加している。 
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 もっとも、実際に介護施設において同意を取得しているかはスタートアップにおいて確認

できないため、個人情報保護法上必要な手続きを履践していることを事業会社において

保証してもらうこととしている（第 1 項）。  

 動画データ（個人データ）の提供について本人同意不要とするために個人情報保護法 

23 条 5 項 1 号の規定を前提とした委託スキーム（本サービスの提供を介護施設が事業

会社、事業会社がスタートアップに委託することを前提とし、当該委託に伴う個人データ

の提供という構成にする。）を採用することも考えられる。しかし、委託スキームの場合、

当然のことながら当該個人データを利用できる範囲は委託の範囲内に限定される。しか

し、カスタマイズモデルについて事業会社以外の第三者にも提供し、追加学習において

も対象データ以外のデータを用いてモデルの精度向上を図るスキームを採用した場合、

委託の範囲を超えていると解釈される可能性が高いと思われる。そのため、委託スキー

ムは本件では採用しがたい。  

 なお、そもそも上記のような個人情報保護法上の問題は、介護施設から個人情報（個人

データ）が第三者（スタートアップ・事業会社）に提供されることにより生じている。そのた

め、SaaS 形式ではなく見守りカメラ内に学習済みモデルを組み込み、同カメラ内で推論

を行い、推論結果だけを各介護施設から見守りシステムに送信するビジネスモデルであ

れば、このような問題は生じないことになる。個人情報を取り扱うビジネスにおいて個人

データの第三者提供に関する本人同意を取得できないケースにおいてはそのようなスキ

ームも検討する必要があろう。  

 

中国における個人情報保護・サイバーセキュリティ・データセキュリティの規定 

⚫ 中国個人情報保護法の第 3 条の規定によれば、中国国内個人情報を処理す

る活動及び、①国内の自然人に製品またはサービスを提供することを目的とす

る、②国内の自然人の行為を分析し、評価する、③法律、行政法規に規定され

ているその他の状況に該当する場合の中国域外において中国域内の自然人

個人情報を処理する活動は、中国個人情報保護を適用する。したがって、本件

のケース１について、中国企業である乙は日本企業である甲に個人情報を含

むデータを提供することに該当する場合、中国個人情報保護法を含む関連法

律に遵守しなければならない。 

⚫ 中国個人情報保護法第 4 条では、個人情報の定義を規定し、第 38 条、39 条で

は中国国外に個人情報を提供する場合の条件、個人からの同意を取る必要性

を規定している。具体的には、下記法律条項を参照。 

⚫ 「中華人民共和国個人情報保護法」（2021 年 11 月 1 日より発効）以外、2017 年

6 月 1 日より発効した「ネットワーク安全法（サイバーセキュリティ法）」および

2021 年 9 月 1 日より発効した「データ安全法」もある。この二つ法律には、重要

データ処理の安全審査、越境安全管理方法などを規定しているが、詳細の実施

指南などがまだ発行されていない。「個人情報越境安全評価弁法」、「ネットワー

ク安全レベル保護条例」、「データ越境安全評価指南」などの規定は制定されて

いるが、まだ意見募集中である。関連立法の進展をご留意いただきたい。 

（参考）JETRO「中国におけるサイバーセキュリティー、データセキュリティーおよび個

人情報保護の法規制にかかわる対策マニュアル」（2021 年 11 月） 

  https://www.jetro.go.jp/ext_images/_Reports/02/0c080037fe572f0d/202111.pdf 

https://www.jetro.go.jp/ext_images/_Reports/02/0c080037fe572f0d/202111.pdf
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参照：「中華人民共和国個人情報保護法」 

第 3 条 中華人民共和国国内で自然人個人情報を処理する活動は、本法を適

用する。 

中華人民共和国の国外で中華人民共和国国内の自然人個人情報を処理する

活動には、以下のいずれかに該当する場合、本法も適用される。 

（一）国内の自然人に製品またはサービスを提供することを目的とする。 

（二）国内の自然人の行為を分析し、評価する。 

（三）法律、行政法規に規定されたその他の状況。 

第 38 条 個人情報処理者は業務等の必要により、中華人民共和国国外に個人

情報を提供する必要がある場合、下記の条件のいずれかを備えなければなら

ない。 

（一）本法第 40 条の規定に基づき、国家ネット情報部門の組織した安全評価

に合格する。 

（二）国家ネット情報部門の規定に基づき、専門機関を通じて個人情報保護認

証を行う。 

（三）国家ネット情報部門が制定した標準契約に従い、国外の受領者と契約を

結び、双方の権利と義務を約定する。 

（四）法律、行政法規又は国家ネット情報部門が規定するその他の条件。 

中華人民共和国が締結又は参加する国際条約、協定は、中華人民共和国の

国外に個人情報を提供する条件等について定めがある場合、その定めに従

い執行することができる。 

個人情報処理者が、国外の受領者が個人情報を処理する活動が、本法で定

められた個人情報保護の基準に達することを保障するために、必要な措置を

講じなければならない。 

第 39 条 個人情報処理者が中華人民共和国国外に個人情報を提供する場合、

国外の受領者の名称または氏名、連絡先、処理目的、処理方式、個人情報の

種類及び個人が国外の受領者に本法で規定する権利の行使方法と手順など

の事項を個人に告知し、個人の同意を取得しなければならない。 
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◼ 8 条（サービス利用料）  

第 8 条 乙は、甲に対し、データ解析サービスの対価として下記計算式により

計算した金額を支払う。甲に対価を支払うための必要な手続きなどがある場

合、乙は積極的に行うものとし、甲は必要に応じて協力するものとする。 

記 

【計算式】  

本連携システムを通じた APIリクエスト回数 1回あたりの単価●円（外税、以

下「API単価」という。）×利用回数  

2 本学習済みモデルが甲乙間で共同開発されたことを考慮し、前項に関わら

ず、本契約締結日より 3年間は、前項の計算式における API 単価を下記計

算式の通り減額する。なお、下記計算式における「対象事業者」とは、介護

領域において甲からデータ解析サービスの提供を受けている事業者を言う。

ただし、以下のいずれかに該当する事業者は除く。  

① 乙と同様、甲が提供するサービスに用いられる学習済みモデルの生成に貢献

したことを根拠として API単価が減額されている事業者  

② エンドユーザに対して直接見守りカメラシステムを提供している事業者以 

外の事業者（システムインテグレーターなどを含むがそれに限られない。）  

③ ②に定める事業者を介して甲からデータ解析サービスの提供を受けている事

業者  

記 

【計算式】  

甲が、乙以外の対象事業者に対してデータ解析サービスを提供する際の API 

単価のうち最も安い単価（外税）×90%  

3 乙は、甲に対し、追加学習サービスの対価として 1か月あたり●円（外税）

を支払う。  

4 乙は、甲に対し本条 1項および同 3 項に定める対価を、本契約締結日以降、

1か月毎に、当該期間の末日から●日以内に支払うものとする。 

5 乙は前項の対価を甲が指定する銀行口座振込送金の方法により支払う。これ

にかかる振込手数料は乙が負担するものとする。  

6 本条で定める各対価についての消費税は外税とする。  

7 本条の各対価の遅延損害金は年 14.6%とする。 
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＜ポイント＞  

 本モデル契約における事業会社がスタートアップに支払うデータ解析サービスおよび追

加学習サービスの対価の金額、支払時期および支払方法を定める条項である。  
  

＜解説＞  

 データ解析サービスの対価として事業会社がスタートアップに対して支払う利用料につい

て第 1 項において定めている。まとまった金額の初期利用料や最低利用料の設定をせ

ず、従量課金のみの利用料体系としている。  

 データ解析サービスに関する MFN 条項を第 2 項に定めている。MFN 条項の設計として

は、まず、MFN の条項の対象分野を特定したうえで、かつ適用年限を定めるべきである。

そこで、介護領域を対象領域としたうえで、適用年限を 3 年間と定めた。  

 次に、MFN 条項において、最低価格を参照する対象となる事業者（対象事業者）をどの

ように設定するか問題となる。MFN 条項においては、対象事業者に提供する際のサービ

ス提供価格の最低額が基準となるので、対象事業者を適切に設定しなければ意図せず 

MFN 条項が発動してしまうためである。  

 まず、事業会社Ｙと同様、学習済みモデルの共同開発への貢献を理由に「MFN 条項+デ

ィスカウント」が適用されている事業者は対象事業者から除外する必要がある。そうしな

いとディスカウントが繰り返されてサービス提供価格が０に近づいていくためである（2 項 

1 号）。  

 次に、自らエンドユーザにサービス提供をする事業者以外の、システムインテグレーター

等の中間事業者も対象事業者から除外する必要がある（2 項 2 号）。すでに述べたよう

に、スタートアップが SaaS 型で API を提供するビジネスモデルを採用する場合は、スタ

ートアップ自らが当該サービスを利用する事業会社に対して直接サービスを提供するだ

けでなく、システムインテグレータ（SIer）のような中間事業者とパートナーシップを組んで、

同中間事業者を介して（中間事業者の立ち位置はサブライセンサーや再販売者などケー

スバイケースである。）、より多数の事業会社に対してサービス提供をしていく必要があ

る。もっとも、中間事業者に対してはボリュームディスカウントを理由として、値引きしてサ

ービス提供せざるを得ないため、このような中間事業者を MFN 条項における対象事業

者に含めてしまうと、意図せず MFN 条項が発動してしまうためである。  

 最後に、このような中間事業者を介してデータ解析サービスの提供を受ける事業者につ

いても対象事業者から除外する必要がある（2 項 3 号）。中間事業者を介してサービス

提供を受ける事業者に対しては、直接スタートアップが価格をコントロールできないため、

この場合もまた意図せず MFN 条項が発動してしまう可能性があるためである（なお、中

間事業者を介してデータ解析サービスの提供を受ける事業者のサービス利用料等の契

約条件をスタートアップが設定する（拘束する）ことも考えられるが、独占禁止法上の問

題もあり実際は困難である。）。  

＜JPO モデル契約書との相違点＞  

①条文について 

⚫ 対価支払うための必要な手続きがある場合の協力義務条項を追記して

いる。 

②解説について 

⚫ 中国から海外へ送金するときの実務について追加している。 

⚫ 技術契約の認定登録に関する内容を追記している。 
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 追加学習サービスの対価については第 3 項において、1 か月あたり●円とシンプルな定

めとしている。この点、追加学習サービスは通常システムの保守・メンテナンスサービス

とは異なり、学習済みモデルの追加開発という技術的に高度な作業を行い、かつ作業の

結果高精度になった学習済みモデルを事業会社が利用することができるという点におい

て通常システムの保守・メンテナンスサービスとは異なる内容を有している。もっとも、ど

のようなタイミングでどのような内容の追加学習作業を行うかはスタートアップの判断に

ゆだねられており、あらかじめ契約において追加学習作業の内容を定めることは困難で

ある。そのため追加学習サービスの内容としては対象となる学習済みモデルおよび学習

に用いるデータのみでサービス内容を特定したうえで（第 4 条）、サービス利用料として

は毎月の一定額の支払いとした。サービス利用料として追加学習作業量に応じた人月

方式で算定することも考えられるが、追加学習サービスは事業会社だけでなく、事業会

社を含むすべてのサービス利用者のために行われるものであるから、単純な人月方式

での算定は困難であると思われる。  
 

 

  

  

中国から海外への送金における注意点 

⚫ 中国では、海外へ送金するとき、中国国家税務総局国家外匯管理局及び銀行

などの審査を受けて、その要求に従い、関連資料を提出する必要があり、銀行

などの審査に合格することで無事に送金できることになる。このため、予め利用

する中国側の銀行へ関連必要書類を打診し、準備したほうが望ましい。また、

甲の協力が必要な場合、双方で友好的に協議したうえ、協力して関連手続きを

行ったほうがよい。  

中国における技術契約の認定登録手続き 

⚫ 中国では、技術契約の認定登録手続きもある。同手続きが中国企業の所在地の

商務部門に実施するべきである。技術契約として認定登録されたら、技術の収入

につき、税金の優遇措置を求めることができる。甲はサービス利用料を受けるの

で、ケース２の場合、中国企業である甲は技術契約を認定登録すれば、受けた

サービス利用料について、税金の優遇措置を求めることができる。 
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◼ 9 条（監査）  

第 9条 甲および乙は、相手方に対して、前条に定める対価（以下本条にお

いて「本対価」という。）に関連する帳簿類、決算書、その他の経理書

類・帳簿類を開示すべきことを請求することができる。  

2 前項に基づいて報告された本対価に関して、当該帳簿類の開示請求を行

った当事者は、公認会計士その他中立な第三者による監査を請求するこ

とができる。  

3 前項の費用は監査請求を行った当事者が負担する。ただし、監査の結

果、監査を受けた当事者が報告した本対価が支払うべき本対価よりも 

10%以上少なかった場合、監査請求を行った当事者は、監査を受けた当事

者に対してその費用を求償することができる。  

 

 
＜ポイント＞  

 第 8 条に定めるサービス利用料の計算および MFN 条項に基づく計算が正しいことを確

認するための監査の方法を定めた規定である。  

  

＜解説＞  

 ライセンス契約における監査条項と同様の規定である。  

 監査の費用については、原則は監査請求を行った当事者が負担することを原則としつつ

も、監査の結果、不正が発生した場合は監査を受けた当事者が負担することとしている。

ただし、不正の定義で争いが生じることもあるため、対価の 10% 以内の誤差は除くものと

している。  

 対価の支払いが適正でなかった場合には、未払い分につき遅延損害金年利 14． 6%が発

生することとなり（本モデル契約 8 条 9 項）、これが実質的なペナルティとなっている。  

  

  

＜JPO モデル契約書との相違点＞  

⚫ 追記・変更なし。 
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◼ 10 条（対価の不返還）  

第 10条 甲および乙は、本契約に基づき相手方に対して支払った対価に関

し、計算の過誤による過払いを除き、いかなる事由による場合でも、返還

その他一切の請求を行わないものとする。なお、錯誤による過払いを理由

とする返還の請求は、支払後 30日以内に書面等により行うものとし、その

後は理由の如何を問わず請求できない。  

 

 
＜ポイント＞  

  支払われた対価についての不返還を定めた条項である。  

  

  

＜JPO モデル契約書との相違点＞  

⚫ 追記・変更なし。 
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◼ 11 条（禁止事項）  

第 11条 乙は、本サービスの利用にあたり、自らまたは第三者をして次の各

号のいずれかに該当する、またはそのおそれのある為をしてはならない。  

① 法令または公序良俗に違反すること  

② 甲または第三者の知的財産権等の権利利益を侵害すること  

③ リバースエンジニアリング等の手段により本学習済みモデルまたは追加学

習済みモデルのソースコードを得ようとすること  

④ 蒸留行為（本学習済みモデルへの入力データと、本学習済みモデルの処理

結果を新たな学習用データセットとして新たな学習済みモデルを生成する

行為）  

⑤ 不正なデータまたは命令を本サービスに入力すること  

⑥ 本サービスのネットワークまたはシステムなどに過度な負担をかけること  

 

 
＜ポイント＞  

 事業会社が本サービスを利用するに際しての禁止事項を定めた条項である。クラウドサービス

一般の禁止事項に加えて、本モデル契約特有の禁止事項として 

③リバースエンジニアリング等の禁止および④蒸留行為の禁止を定めている。  

  

  

＜JPO モデル契約書との相違点＞  

⚫ 追記・変更なし。 
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◼ 12 条（非保証）  

第 12条 甲は、乙に対し、本サービスが乙の特定の目的に適合することを保

証しない。  

2 甲は、乙に対し、本サービスの利用が第三者の特許権、実用新案権、意匠

権、著作権等の知的財産権を侵害しないことを保証しない。  

3 本契約に基づく本サービスの利用に関し、乙が第三者から前項に定める権

利侵害を理由としてクレームがなされた場合（訴訟を提起された場合を含

むが、これに限らない。）には、乙は、甲に対し、当該事実を通知するもの

とし、甲は、乙の要求に応じて当該訴訟の防禦活動に必要な情報を提供す

るよう努めるものとする。  

 

 
＜ポイント＞  

 事業会社による本サービスの利用に関する非保証を定めた規定である。  

 1 項は本サービスの利用が事業会社の特定の目的に適合することの非保証である。  

 2 項の知的財産権侵害の非保証を前提として、3 項は、事業会社が第三者から訴訟提起さ

れた場合のスタートアップの協力義務を定めたものである。  

  

＜解説＞  

 学習済みモデルを利用したサービスにおいては、一般的に、そのサービス提供結果の精度

や水準について保証をすることは技術的に困難である。  

 もちろん、開発段階において、テスト用データを利用した出力について一定の精度を保証す

ることは技術的には不可能ではないが、開発が終了した後の、学習済みモデルの利用フェ

ーズにおいては未知のデータが処理対象となることから、出力の精度保証は困難となる。

訓練データと異なる偏りを持ったデータが入力された場合にどのような出力がなされるかは

予測が困難だからである。そこで、第 1 項においては本サービスの利用が事業会社の特

定の目的に適合することの非保証を定めている。  

 第 2 項においては、本サービスの利用が第三者の知的財産権を侵害しないことについて

の非保証を定めている。これは、そのような保証を行うことは、サービス提供者のリスクが

非常に高いためである。スタートアップと事業会社の間の適切なリスク分配という観点から

＜JPO モデル契約書との相違点＞  

①条文について 

⚫ 追記・変更なし。 

②解説について 

⚫ 第三者の権利侵害に関する中国法規定を追加している。 
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は、知的財産権非侵害の保証までは行わないという前提で他の条件を定めることが適切で

ある。仮に、そのような保証をするにしても、「甲が知る限り権利侵害はない」「甲は権利侵

害の通知をこれまで受けたことはない」ことの表明にとどめるべきである。もっとも、著作権

侵害についてはその要件として依拠性が必要とされているため、非侵害保証をしたとしても

サービス提供者にとっての負担が大きくない場合がありうる。したがって、知的財産権侵害

のうち著作権侵害に限って非侵害保証をすることもありうるであろう。  

 

 

  

中国における第三者の権利侵害に関する規定 

⚫ 中国民法典第 874 条に第三者の権利侵害に関して規定している。本契約の本

条規定は現行「民法典」や「技術輸出入管理条例」に違反したことは特にない

が、改正前の「技術輸出入管理条例」第 27 条において第三者の権利侵害責任

は許諾者が負担すると規定されていた。2019 年「技術輸出入管理条例」が改

正した際に、同条項が削除された。現在、技術輸入であっても、当事者双方は

第三者の権利侵害責任を自由的に約定できる。参照のため、中国民法典の関

連法規定を下記のとおり紹介する。 

参照：中国民法典 

第 874 条 受譲者又は被許諾者は約定に従い、専利を実施し、ノウハウを使用す

るとき、他人の合法的権利を侵害した場合、譲渡者又は許諾者が責任を負う。ただ

し、当事者の間に別途約定がある場合を除く。 
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◼ 13 条（秘密情報の取扱い）  

第 13条 甲および乙は、本契約の遂行のため、文書、口頭、電磁的記録媒体

その他開示および提供（以下「開示等」という。）の方法ならびに媒体を問

わず、また、本契約の締結前後に関わらず、甲または乙が相手方（以下

「受領者」という。）に開示等した一切の情報（ただし対象データを除く。

以下「秘密情報」という）を秘密として保持し、秘密情報等を開示等した

者（以下「開示者」という。）の事前の書面等による承諾を得ずに、第三者

に開示または漏洩してはならない。  

2 前項の定めにかかわらず、次の各号のいずれか一つに該当する情報につい

ては、秘密情報に該当しない。  

① 開示者から開示等された時点で既に公知となっていたもの  

② 開示者から開示等された後で、受領者の帰責事由によらずに公知となった

もの  

③ 正当な権限を有する第三者から秘密保持義務を負わずに適法に開示等され

たもの  

④ 開示者から開示等された時点で、既に適法に保有していたもの  

⑤ 開示者から開示等された情報を使用することなく独自に取得または創出し

たもの  

3 受領者は、秘密情報等について、事前に開示者から書面等による承諾を得

ずに、本契約の遂行の目的以外の目的で使用、複製および改変してはなら

ず、本契約遂行の目的に合理的に必要となる範囲でのみ、使用、複製およ

び改変できるものとする。  

4 受領者は、秘密情報等を、本契約の遂行のために知る必要のある自己の役

員および従業員（以下「役員等」という。）に限り開示等するものとし、こ

の場合、本条に基づき受領者が負担する義務と同等の義務を、開示等を受

けた当該役員等に退職後も含め課すものとする。  

5 本条第 1項、同条第 3項および第 4 項の定めにかかわらず、受領者は、次

の各号に定める場合、可能な限り事前に開示者に通知した上で、当該秘密

情報等を開示等することができる。  

① 法令の定めに基づき開示等すべき場合  

② 裁判所の命令、監督官公庁またはその他法令・規則の定めに従った開示等

の要求がある場合  

③ 受領者が、弁護士、公認会計士、税理士、司法書士等、秘密保持義務を法

律上負担する者に相談する必要がある場合  
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6 本契約が終了した場合、または開示者の指示があった場合は、受領者は、

開示者の指示に従って、秘密情報等（複製物および改変物を含む。）が記録

された媒体、ならびに、未使用の素材、機器およびその他有体物を破棄も

しくは開示者に返還し、また、受領者が管理する一切の電磁的記録媒体か

ら削除するものとする。なお、開示者は受領者に対し、秘密情報等の破棄

または削除について、証明する文書の提出を求めることができる。  

7 受領者は、本契約に別段の定めがある場合を除き、秘密情報等により、開

示者の知的財産権を譲渡、移転、利用許諾するものでないことを確認す

る。  

8 本条は、秘密情報に関する両当事者間の合意の完全なる唯一の表明であ

り、秘密情報に関する両当事者間の書面等または口頭による提案およびそ

の他の連絡事項の全てに取って代わる。  

9 本条の規定は、本契約が終了した日よりさらに 3年間有効に存続するもの

とする。  

 

 
＜ポイント＞  

  相手から提供を受けた秘密情報等の管理方法に関する条項である。  

  

＜解説＞  

従前に締結した秘密保持条項との関係整理   

 秘密保持契約、PoC 契約や共同研究開発契約に引き続いてライセンス契約や利用契約

（以下「ライセンス契約等」という。）を締結する場合、ライセンス契約等よりも前に締結した

契約における秘密保持条項とライセンス契約等における秘密保持条項の関係が問題とな

る。  

 ライセンス契約等において秘密保持条項を設けずに前者が引き続き適用されるとすること

もあるが、本モデル契約においてはライセンス契約等内の秘密保持条項が、すでに締結さ

れている秘密保持条項を上書きすることを 8 項で明記している。  

＜JPO モデル契約書との相違点＞  

①条文について 

⚫ 追記・変更なし。 

②解説について 

⚫ 契約終了後の本条項の存続期間に関する解説を追記する。 
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 なお、既存の秘密保持条項およびライセンス契約等の秘密保持条項の内容次第では、既

存の秘密保持条項よりも、ライセンス契約等の秘密保持レベルが落ちる可能性があるため、

その点に留意した上で優先関係を定めることが望ましいであろう。  

  

秘密情報の定義（秘密である旨の特定の要否）   

 対象データについては、その管理方法について第 6 条で定めているため秘密情報の定義

から除外している。  

 秘密情報の定義については、当事者間でやりとりされる情報を包括的に対象とする場合と、

個別に秘密である旨の特定を要求する場合があるが、サービス利用段階において、秘密で

ある旨の特定を忘れることによるリスクを避けるため、前者を採用している。  

 他方で、秘密情報を「一切の情報」と包括的に定義すると、範囲が広過ぎるとして有効性が

争われ、逆に保護の範囲が狭まってしまう（秘密情報とは保護に値する情報を意味すると

限定解釈される）リスクが発生する。このリスクを排除するためには、「秘密を指定」する条

文を採用すればよい。  

 なお、「秘密を指定」する条文オプションとその背景となる秘密情報の範囲に関する考え方

については、モデル契約（新素材）「秘密保持契約」のモデル契約書に詳細に解説している

ため、そちらを参考にされたい。  

 

 

 

  

本契約終了後の秘密保持期間  

⚫ 契約期間のみならず、契約期間終了後に、どの程度の期間秘密保持義務を負

担するかについても注意が必要である。契約期間が 3 か月など短く設定されて

いても、残存条項により 10 年など契約終了後も長期間に亘って秘密保持義務

を負うケースもある。  

⚫ 残存条項の期間は厳しい交渉が行われる項目のひとつである。期間は 2～3 年

とすることが多いが、ビジネスおよび開示等される情報の性質（対象となる秘密

情報等が陳腐化する期間はどの程度かなど）により調整が必要である。本契約

においては、残存期間を 3 年間としているが、関係情報が公知情報になるまで

秘密保持義務を有すると約定することも考えられる。そのような約定は、情報開

示方にとって有利である。 
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◼ 14 条（期間）  

第 14条 本契約の有効期限は本契約締結日から●年間とする。本契約は、当

初期間または更新期間の満了する 60 日前までに、いずれかの当事者が合理

的な理由に基づき更新しない旨を書面等で通知しない限り、1年間の更新期

間で、同条件で自動的に更新されるものとする。  

 

 
＜ポイント＞  

 契約の有効期間を定めた一般的条項である。  

  

＜解説＞  

 事業会社は、見守りサービスを顧客に提供するために相当程度の額をかけて投資をするこ

ととなるため、合理的な理由なくして一定期間で利用契約の有効期間が満了してしまうこと

は大きなリスクとなる。そこで、本条においては、契約期間を ●年としつつ、更新拒絶がな

い限り自動更新することとし、合理的な理由なくして更新拒絶できないこととした。  

  

  

＜JPO モデル契約書との相違点＞  

⚫ 追記・変更なし。 
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◼ 15 条（解除）  

第 15条 甲または乙は、相手方に次の各号のいずれかに該当する事由が生じ

た場合には、何らの催告なしに直ちに本契約の全部または一部を解除する

ことができる。  

① 本契約の条項について重大な違反を犯した場合  

② 支払いの停止があった場合、または競売、破産手続開始、民事再生手続開

始、会社更生手続開始、特別清算開始の申立てがあった場合  

③ 手形交換所の取引停止処分を受けた場合  

④ その他前各号に準ずるような本契約を継続し難い重大な事由が発生した場

合  

2 甲または乙は、相手方が本契約のいずれかの条項に違反し、相当期間を定

めてなした催告後も、相手方の債務不履行が是正されない場合は、本契約

の全部または一部を解除することができる。  

 

 
＜ポイント＞  

 契約解除に関する一般的規定である。  

  

＜解説＞  

 以下のように、いわゆるチェンジオブコントロール（COC）が解除事由として定められること

がある。しかし、そうすると、M＆A が解除事由となりかねず、上場審査やデューデリジェン

スにおいてリスクと評価され得る。  

 したがって、スタートアップとしては、解除事由に COC が含まれている場合、それによる支

障を説明し、削除を求めることを検討すべきである。  

  

【解除事由としての COC 条項の例】  

他の法人と合併、企業提携あるいは持ち株の大幅な変動により、経営権が実

質的に第三者に移動したと認められた場合  

  

  

＜JPO モデル契約書との相違点＞  

⚫ 追記・変更なし。 
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◼ 16 条（契約終了後の措置）  

第 16 条 乙は、本契約が前条に基づく甲の解除により終了した場合は直ち

に、期間満了または合意解除により終了した場合はその終了後 3 か月以

降、本サービスの利用（自らのための利用および第三者のための利用い

ずれも含む。）を停止しなければならない  

 

 

＜ポイント＞  

  本条は、契約終了時のサービス利用者の義務を定めたものである。  

  

  

＜JPO モデル契約書との相違点＞  

⚫ 追記・変更なし。 
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◼ 17 条（損害賠償）  

第 17条 乙は、本サービスの利用に際し、甲の責めに帰すべき事由により損

害を被った場合、甲に対して損害賠償を請求することができる。ただし、

甲が乙に対して本契約に関して負担する損害賠償責任の範囲は債務不履行

責任、知的財産権の侵害、不当利得、不法行為責任、その他法律上の請求

原因の如何を問わず、乙に現実に発生した直接かつ通常の損害に限られ、

逸失利益を含む特別損害は、甲の予見または予見可能性の如何を問わず甲

は責任を負わない。  

2 前項に基づき甲が乙に対して損害賠償責任を負う場合であっても、損害発

生の原因となる事象発生からさかのぼって 12か月間に乙が甲に対して本

サービスの利用の対価として現実に支払った金額の累計を上限とする。  

3 前 2項は、甲に故意または重大な過失がある場合は適用されない。  

 

 
＜ポイント＞  

 スタートアップの責めに帰すべき事由により事業会社が損害を被った場合の賠償責任の

範囲に関する規定である。  

  

＜解説＞  

 学習済みモデルを利用したサービスにおいてサービスの利用者が何らかの損害を被った

場合、そのすべてについてサービス提供者が責任を負担すると解釈するのは困難である。

これは学習済みモデルの性能等が、学習に用いられた学習用データセットに依存し、かつ

処理結果も利用段階の入力データの品質に依存することに由来する。さらに、学習済み

モデルを利用したサービスは、本質的には統計的処理を前提としているものがほとんどで

あって、学習済みモデル等により出力された結果の採否は、基本的にユーザの判断に委

ねられていると考えられ、この観点からも、生じた結果につき、サービス提供者に全責任

を負わせることは難しい面があることは否定できない 3。  

 このようなサービスの特殊性に加え、学習済みモデルを利用したサービスにおいてサービ

ス提供者が全責任を負担するとなると、サービス提供者としては結局そのリスクを利用料

金額に反映させざるを得ないことになり、利用料金額の高額化を導くことになる。  

 したがって、学習済みモデルを利用したサービスの場合、サービス提供者の負担する責

任について一定限度の制限を加えるのが契約当事者のリスク分配という視点から妥当と

思われる。そこで、本モデル契約においては損害賠償の上限規定を設けた。  

                                                           
3 経済産業省「AI・データの利用に関する契約ガイドライン（AI 編）」(2018 年 6 月) p35 契約における

取決め  

＜JPO モデル契約書との相違点＞  

⚫ 変更オプションを追記する。 
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 但し、故意・重過失の場合には、上限規定は適用されないものとしている。損害発生の原

因が故意による場合には、免責・責任制限に関する条項は無効になると解釈されるおそ

れがあり、故意に準ずる重過失の場合（例えば、重大な情報の漏洩等）にも同様に無効と

するのが有力な考え方であることから、このような規定を設けた。  

 

【変更オプション】１7 条（違約責任） 

第１7 条 甲および乙は、本契約の履行に関し、相手方が契約上の義務に違反

しまたは違反するおそれがある場合、相手方に対し、当該違反行為の差止

めまたは予防および原状回復の請求とともに**金額の違約金を支払わなけ

ればならない。上記の違約金が、本契約の違反による相手に齎す損失を補

填するに足りない場合、不足部分について、被害者側は相手方に損害賠償

を追及する権利がある。 

 

 

   

  

＜ポイント＞  

⚫ 本条は、本モデル契約の履行に関しての違約責任について規定している。 

＜解説＞ 

⚫ 損害賠償の責任のみを規定する場合、追及する際に、損失を齎したことを証明

する必要がある。それに対し、違約金を規定すれば、相手は違約行為があること

を証明できれば、違約金を追及できるので、守約方にとって有利である。 

⚫ 違約金の金額について、サービス利用料の額等を考慮して約定できると考える

が、違約金では補償不足の損失部分について、損害賠償を求めることができ

る。 
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◼ 18 条（存続条項）  

第 18 条 本契約が期間満了または解除により終了した場合であっても第 5 

条（対象データの利用）、第 7 条（個人情報の取扱い）、第 8 条（サービ

ス利用料）、第 10 条（対価の不返還）、第 12 条（非保証）、第 13 条（秘

密情報の取り扱い）、第 16 条（契約終了後の措置）、第 17 条（損害賠

償）および第 19 条（準拠法および紛争解決手続き）の定めは有効に存続

する。ただし個別の条項に期間の定めがある場合には、その期間に限り

有効とする。  

 

 

＜ポイント＞  

   契約終了後も効力が存続すべき条項に関する一般的規定である。  

  

  

＜JPO モデル契約書との相違点＞  

⚫ 追記・変更なし。 
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◼ 19 条（準拠法および紛争解決手続き）  

第 19条 本契約に関する一切の紛争については、日本法を準拠法とし、●地

方裁判所を第一審の専属的合意管轄裁判所とする。  

＜変更オプション A：被告地主義＞ 

第 19 条 本契約に関する紛争については、甲（ケース１）/乙（ケース２）

が被告となる場合は、日本国法を準拠法とし、●地方裁判所を第一審の専

属的合意管轄裁判所とする。 乙（ケース１）/甲（ケース２）が被告とな

る場合は、中華人民共和国法を準拠法とし、●●人民法院を第一審の専属

的合意管轄裁判所とする。 

＜変更オプション B：主に開発を行う場所＞ 

第 19 条 本契約に関する紛争については、 

（ケース１）中華人民共和国法を準拠法とし、●●人民法院を第一審の専属

的合意管轄裁判所とする。 

（ケース２）日本国法を準拠法とし、●地方裁判所を第一審の専属的合意管

轄裁判所とする。 

 

 
＜ポイント＞  

 準拠法および紛争解決手続きに関して裁判管轄を定める条項である。  

  

＜解説＞  

 クロスボーダーの取引も想定し、準拠法を定めている。  

 紛争解決手段については、上記のように裁判手続きでの解決を前提に裁判管轄を定める

他、各種仲裁によるとする場合がある。  

＜JPO モデル契約書との相違点＞  

①条文について 

⚫ 準拠法について、執行性を考慮して被告地主義等に基づくオプションを追

加している。 

⚫ 仲裁条項を追記し、仲裁地としての香港の例示及び被告地主義等に基づく

オプションを追加している。 

②ポイント・解説について 

⚫ 準拠法、調停及び国際仲裁についての解説を追加している。 
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⚫ 中国企業と日本企業との利用契約であっても、JPO モデル契約書のように、日

本国法を準拠法とし、日本の裁判所を管轄裁判所として約定することは、中国

の法律規定に違反せず、有効な約定である。 

⚫ しかし、日本と中国の間では判決執行協力条約が存在しないため、日本裁判

所による判決は中国で強制執行できない。よって、契約紛争について、日本の

判決を中国で執行できない虞があることを留意すべきであり、好ましいとは言え

ない。 

⚫ したがって、オプション１として、被告地主義の条項を追加した。 

⚫ また、オプション２として、本利用について、主に Y 社（乙）の場所で進める前提

であれば、契約の履行地と密接関係地は Y 社の所在地であると考える。証拠

収集、訴訟便利と判決執行の面から、Y 社の所在地裁判所を管轄地とする約

定するとも考えられる。 

⚫ なお、日本国法を準拠法とする場合であっても、本契約の履行などは中国の強

制法律法規を違反することはできない。例えば、技術輸出入に該当するため、

中国の「技術輸輸入管理条例」などの法律法規を遵守しなければならない。 
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【変更オプション条項：仲裁条項】  

＜変更オプション A：第三国・地域＞ 

第 19 条 本契約に関する一切の紛争については、日本国法を準拠法とし、（仲

裁機関名：（例）香港国際仲裁センター）に付託し、（仲裁規則：（例）香港国

際仲裁センターの仲裁規則、UNCITRAL 仲裁規則など）に従って、仲裁地とし

て（都市名：（例）中国香港特別行政区）において仲裁により終局的に解決さ

れるものとする。手続言語は英語とする。  

＜変更オプション B：被告地主義＞ 

第 19 条 本契約に関する一切の紛争については、甲（ケース１）/乙（ケース

２）が被申立人となる場合は、日本国法を準拠法とし、（仲裁機関名：日本

の仲裁機関名）に付託し、（仲裁規則：前記仲裁機関の仲裁規則、UNCITRAL

仲裁規則など）に従って、仲裁地として日本国東京都において仲裁を行う

ものとし、手続言語は日本語とする。乙（ケース１）/甲（ケース２）が被

申立人となる場合は、中華人民共和国法を準拠法とし、（仲裁機関名：中国

の仲裁機関名）に付託し、（仲裁規則：前記仲裁機関の仲裁規則、UNCITRAL

仲裁規則など）に従って、仲裁地として中華人民共和国●●市において仲

裁を行うものとし、手続言語は中国語とする。いずれの場合も仲裁により

終局的に解決されるものとする。 

＜変更オプション C：主に開発を行う場所＞ 

第 19 条 本契約に関する一切の紛争については、 

（ケース１）中華人民共和国法を準拠法とし、（仲裁機関名：中国の仲裁機

関）に付託し、（仲裁規則：前記仲裁機関の仲裁規則、UNCITRAL 仲裁規則な

ど）に従って、仲裁地として中華人民共和国●●市において仲裁により終

局的に解決されるものとする。手続言語は中国語とする。 

（ケース２）日本国法を準拠法とし、（仲裁機関名：日本の仲裁機関）に付託

し、（仲裁規則：前記仲裁機関の仲裁規則、UNCITRAL 仲裁規則など）に従っ

て、仲裁地として日本国東京都において仲裁により終局的に解決されるも

のとする。手続言語は日本語とする。 

 

 

＜ポイント＞  

⚫ 紛争解決手続きとして仲裁を指定する条項である。  

 

＜解説＞  

⚫ 仲裁手続きは、裁判と比べて非公開・迅速などのメリットもあることから、スタート

アップのような事案では、本条に変えて仲裁条項に変えるという選択肢もある。  
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⚫ 紛争の解決方法としては、訴訟か仲裁を選ぶことができるが、訴訟は裁

判所で、仲裁は仲裁機関で審議するが、それぞれメリット・デメリット

がある。 

⚫ 訴訟：メリットとしては、一裁終局ではなく、控訴や上訴が可能である

ので、不利な一審結果があれば、またチャンスがある。最終結果の公平

性などを確保できる。デメリットとしては、時間と費用が掛かるが、日

中間、判決の承認と執行に関する協力条約がまだないので、日本/中国裁

判所の判決は中国/日本で執行できない。 

⚫ 仲裁：メリットとしては、一裁終局なので、より迅速であり、また裁判

と比べて非公開である。しかも、日中間、仲裁裁決の承認と執行に関す

る協力条約があるので、日本/中国仲裁機構の裁決は中国/日本で執行でき

る。デメリットとしては、一裁終局なので不利な仲裁裁決が出ても不服

申立てができない。 

⚫ 仲裁地と仲裁機構の選択について、外国の仲裁機関による紛争解決を約定

することは中国法に違反しない。日本の判決は中国で執行できないが、

日中両国はニューヨーク条約（外国仲裁判断の承認及び執行に関する条

約）の締約国であるため、日本など外国の仲裁裁決について、中国の裁

判所に執行を申請できる。よって、執行性に鑑みれば、仲裁を約定する

ことは、訴訟の約定よりメリットがある。 

⚫ なお、日本国法を準拠法とした場合、一方当事者が中国で訴訟を提起し

ようとする場合、他方当事者は仲裁条項があるとの理由で管轄権異議を

提出できる。その際に、中国の裁判所は仲裁条項が有効であるかどうか

を審査するが、仲裁条項有効性の準拠法（契約紛争の実体準拠法ではな

く仲裁合意準拠法）に関する明確の約定がなければ、約束した仲裁地の

法律に基づき判断し、仲裁地を明確に約定しない場合、裁判地の法律に

基づき判断する。 

⚫ よって、仲裁地を明確に約定することは重要であり、かつ、仲裁地の法

律に基づき、同仲裁条項が有効であることを確保することも重要であ

る。 

（次頁に続く） 
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⚫ 仲裁地については、日本、中国（例えば、北京、上海）、被告地主義などの

他、公平性を期待できる第三国・地域を仲裁地とすることも想定すべきであ

る。中国内地の仲裁機構による裁決は中国で強制執行する際に、外国仲裁機

構による裁決の執行より便利である。また、アジア地域における国際仲裁の

実績は香港及びシンガポールの評価が高い。 

⚫ このうち香港については、仲裁判断の執行について中国で「最高人民法院关

于内地与香港特别行政区相互执行仲裁裁决的安排」（2000 年）及び「最高人

民法院关于内地与香港特别行政区相互执行仲裁裁决的补充安排」（2020 年）

が定められ、2021 年の中国十四次五か年計画において「香港を国際紛争解決

センター」とする方向性が示されており、中国との国際紛争解決において、

香港の仲裁機関を選択し、香港を仲裁地とすることは一考に値する（下記参

照）。ただし、中国内地の裁決の執行手続きと比べれば多少複雑となる。 

（参照）JETRO 地域・分析レポート 

「グローバルな知財紛争解決に「香港仲裁」の魅力」（2022 年 2 月 8 日） 

https://www.jetro.go.jp/biz/areareports/2022/ef2bb3bd14e4aca6.html 

⚫ なお、仲裁地（seat of arbitration）とは、仲裁判断が下されたとみなさ

れ、かつ仲裁手続きを監督し、仲裁に関連して提起された訴訟を受理する権

利などの管轄権を有する裁判所の所在する場所であり、仲裁の審理手続きな

どが実際に行われる場所（venue of arbitration）や、仲裁を管理する仲裁

機関（arbitral institution）とは、異なる概念であることに注意された

い。 

⚫ オプションでは、主に仲裁地について着目し、A:第三国・地域（香港等を想定）、B：

被告地主義、C: 主に開発を行う場所としたが、これ以外にも、準拠法・手続言語・

仲裁機関・仲裁人の人数や国籍（本条項案では定めていない）等についても仲裁

条項の交渉対象となりうる。 

⚫ 例えば準拠法について、オプション A では日本国法としたが、本件が知的財産権

に関連する契約であることを踏まえると、主な紛争対象となる知的財産権の発生

根拠となる国・地域の法律を準拠法とすること、つまり、仲裁地を第三国・地域とし

つつもオプション B や C のように準拠法のみを被告地主義や主に開発を行う場所

（契約履行地や証拠収集の観点）に基づいた条項とすることも一案である。 

⚫ 仲裁規則については、仲裁機関の規則もしくは UNCITRAL（国連国際商取引法

委員会）仲裁規則を用いることが一般的である。 

https://www.jetro.go.jp/biz/areareports/2022/ef2bb3bd14e4aca6.html
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◼  その他の追加オプション条項   

  

◼ 権利義務の譲渡の禁止  

第●条 甲および乙は、互いに相手方の事前の書面等による同意なくして、本

契約上の地位を第三者に承継させ、または本契約から生じる権利義務の全部

もしくは一部を第三者に譲渡し、引き受けさせもしくは担保に供してはなら

ない。  

＜ポイント＞  

 契約上の地位については相手方の承諾なく譲渡できないとする一般的規定である。  
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契約言語 

本契約締結の証として、本書 2通を作成し、甲、乙記名押印の上、各自 1通を

保有する。（本契約締結の証として、中国語と日本語でそれぞれ本書 4 通を作

成し、甲、乙記名押印の上、中国語と日本語の各２通を保有する。また、日本

語版、中国語版のいずれも正本とする。ただし、両言語版で解釈等につき相違

が発生した場合は、日本語版に従う。） 

 

 

 

 

    年  月  日  

  

甲  

  

乙    

  

＜JPO モデル契約書との相違点＞  

①条文について 

⚫契約書の締結言語、本数などを追記している。 

②解説について 

⚫日中企業間の契約の言語、効力を追記している。 

＜解説＞  

⚫ 日中企業間の契約として、契約の言語、効力について約束することもある。将来

紛争解決の必要性に応じても、実効性のある契約書を締結するのであれば、お

互いの母国語である「日本語及び中国語で契約書を締結することが、最も適切と

考える。両言語で契約を締結する場合、どちらを正本とするか、何れも正本とな

る場合、どちらを準することを明確に約定したほうがよい。また、本件の場合、中

国商務局などに届出する必要があるため、契約書数を各 2 通としている。 

参照： 

日本の「民事訴訟規則」第 138 条１項 

「外国語で作成された文書を提出して書証の申出をするときは、取調べを求める

部分について、その文書の訳文を添付しなければならない。」 

中国の「民事訴訟法の適用に関する解釈」第 527 条 1 項 

「当事者が人民法院に提出する書面の資料が外国語である場合、同時に人民

法院に中国語翻訳文を提出しなければならない。」 
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【別紙（１）】  

対象データの明細 

  

（例）介護施設において乙がカメラを設置したうえで撮影した動画データ。当該動画データについ

ては、乙において個人情報が含まれない形に匿名加工を行うか、あるいは撮影対象である被介

護者本人から第三者提供に関する同意を取得するなど個人情報保護法上に定められている手

続を履践するものとする。  


